
Ｈ29.9.19教育委員会会議

4　共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支え合う地域社会を
    実現します（№49～59）

平成29年度　教育委員会の事務の点検及び評価

1　「学び合い」を通して、生きる力を育みます（№1～28）

2　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します（№29～36）

3　安心・安全なまち宇部として、質の高い教育環境を実現します（№37～48）

点検・評価調書



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

1
学びの創
造推進事
業

・「学び合い」のある授業
づくりについて、専門性の
高い講師(学びのスーパーバ
イザー)を招いた公開授業研
究会を行い、授業づくりに
ついての研修の充実を図
る。
・全小中学校で、日常的に
「学び合い」のある授業が
行われるように、教員全員
が公開授業研究を実施す
る。
・すべての子どもが共に学
び合い、自ら進んで課題を
解決していくような授業の
実際を学ぶため、先進校の
視察を行う。
・授業研究員制度等を活用
して、「学び合い」のある
授業づくり、「学び合い」
のある学校づくりについて
専門性の高い指導力を備え
る教員を養成する。

・学びのスーパーバ
イザーを招いた公開
授業研究会につい
て、小学校の実施校
数を平成27年度より
増やす。
・講師(スーパーバイ
ザーを含む)を招いて
の研修会や学力向上
推進リーダー、推進
教員による授業支援
により、全ての小・
中学校において日常
的に授業改善に取り
組む。
・校長の推薦により
授業研究員を募り、
研修会を8回以上実施
する。

3,470
学校
教育
課

・学びのスーパーバイザーを招いた公
開授業研究会を小学校14校(H27 10
校)、中学校10校(H27 10校)で(のべ43
回)実施した。

・講師(スーパーバイザーを含む)を招
聘した研修会を全小中学校36校でのべ
108回実施した。また、学力向上推進
リーダー、推進教員が全ての小中学校
を巡回し、授業支援やミニ研修会を実
施することにより日常的に授業改善に
取り組んだ。

・授業研究員16人(H27 16人)の研修会
を9回（H27 9回)実施し、スーパーバイ
ザーによる講義やビデオ研修により資
質向上を図った。

B

『講師（学びのスー
パーバイザー）を招い
て「学び合い」のある
授業について研修を実
施した学校数(校:累
計)』
【基準値】
平成24年度
　小学校　 6
　中学校　13
【目標値】
平成29年度
　小学校　15
　中学校　12
平成33年度
　小学校　24
　中学校　12
【平成28年度の成果】
小学校　23(校)
中学校　12(校)

①学びの創造推進教員を
６名任命し、授業実践等
の指導を専門的に行う。
アクティブ・ラーニング
への対応を視野に入れた
研修スタイルについての
検討を進める。
・本事業について、教職
員へのアンケートを行
い、10年間の取組の成果
と課題を検証する。
②公開授業研究会を全て
の学校で開催し授業改善
に取り組んでいるが、小
中一貫教育の視点で共通
の研修課題を作り学力の
向上に向けた取組をすす
める。
・「学び合い」のある授
業づくりの理論や実践を
引き継ぎながら、アク
ティブ・ラーニングに対
応する授業改善、授業実
践に取り組む。

2

「家庭学
習定着プ
ログラ
ム」活用
事業

・全国学力学習状況調査や
山口県学力定着状況確認問
題の結果分析に基づいて、
「やまぐち学習支援プログ
ラム」等を活用した補充学
習で基礎基本の定着を図
る。
・児童生徒の家庭学習時間
を確保するために、「やま
ぐち学習支援プログラム」
によって家庭学習課題プリ
ントを作成し、全児童生徒
に配付し、実施内容を確認
する。

・全国学力学習状況
調査及び山口県学力
定着状況確認問題の
結果を分析し、課題
に応じた取組を実施
する。
・課題に応じて、
「やまぐち学習支援
プログラム」を活用
し、基礎基本の定着
を図る。その結果と
して、全国学力・学
習状況調査の結果
（全国の正答率を100
とした指数）を小学
校102、中学校102
にする。（平成27年
度　小学校101.0、中
学校100.4）

1,647
学校
教育
課

・全国学力学習状況調査及び山口県学
力定着状況確認問題の結果を分析した
結果、「やまぐち学習支援プログラ
ム」等を活用して家庭学習の充実を
図った。
・各学校の課題に応じ、「やまぐち学
習支援プログラム」等を活用して朝
学、放課後、長期休業中の補充学習を
実施した。
・全国学力・学習状況調査の結果（全
国の正答率を100とした指数）
【H28年度】
　小学校99.5中学校101.2

B

教育振興基本計画に掲
げる成果指標
【全国学力・学習状況
調査の結果（全国の正
答率を100とした指
数）】

H24（小学校97.0
　　　中学校　97.5）
H29（小学校　102
　　　中学校　105）
H33（小学校　103
　　　中学校　105）
【H28年度】
小学校　99.5
中学校 101.2

①基礎基本の定着のため
の教材作成を支援すると
ともに、学力向上におい
て成果が上がっている各
校の効果的な実践につい
て、全小中学校で共有す
る。
②課題の見られる学習内
容について、課題を各校
に示し、補充学習に活用
させる。
・各校における学力補充
について、朝学や放課後
の夕学など、基礎基本の
定着を図るとともに、保
護者・地域と連携して、
放課後や長期休業中の学
力補充や家庭学習習慣の
充実を推進する。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

3
ＩＣＴ活
用教育支
援事業

・タブレットＰＣや電子黒
板等ＩＣＴ機器の活用に関
する指導力の向上を図るた
め、教員の研修を実施す
る。
・ＩＣＴ機器の効果的な活
用をサポートするため、
「ＩＣＴ専門コーディネー
タ」を採用し、教員向け研
修会の講師として、派遣す
る。

・ＩＣＴを効果的に
活用し、児童生徒の
情報活用能力（機器
の基本的な操作や情
報モラル等）を育成
するために、教員の
指導力の向上を図る
研修を年5回以上実施
する。
・ＩＣＴ器機を補充
し、ＩＣＴによる授
業支援や教員研修を
実施することによっ
て、ＩＣＴを活用し
て指導できる教員の
割合を75%以上にす
る。

106,992
学校
教育
課

・各校のＩＣＴ担当者を集めた管理者
研修会を6回行った。
・教職員を対象としたホームページ作
成ソフトの研修を実施した。
・ＩＣＴ専門コーディネータが学校を
訪問し、タブレットＰＣ等の活用につ
いて指導を行った。

・タブレットＰＣを304台導入。
・教員一人１台のタブレットＰＣ配付
完了。
・ＩＣＴを活用して指導できる教員の
割合が85％に増加した。

A

『ＩＣＴを活用して指
導できる教員の割合
(小中学校)(％)』
【基準値】
平成24年度　64.9
【目標値】
平成29年度　100
平成33年度　100
【平成28年度の成果】
85(％)

①、②タブレットＰＣを
活用した授業の指導例を
推進校を中心として公開
し、教員の利用技術向上
を図る。
・小学校でのプログラミ
ング教育に対応した教員
研修を開催し、新しい学
習指導要領に対応したＩ
ＣＴ活用教育を進める。
・子どもたちの学習に対
する関心や意欲を高め、
情報活用能力の育成を図
るため、ＩＣＴ環境の整
備を一層進める。

4
図書館等
学習室設
置事業

・夏休み期間中に、中学校
の図書館等を自主学習室と
して開放する。
・教員による指導及び学校
教育活動支援ボランティア
等の協力の下、学習支援を
行う。

・全中学校におい
て、夏休み期間中に
学校の図書館等の開
放を行う。

・全中学校におい
て、教員及び学校教
育活動支援ボラン
ティア等の協力のも
と、学習支援を行
う。

ゼロ予算
学校
教育
課

・夏休み期間中に図書館等の開放を
行った学校が12校であった。

・図書館の開放期間や時間が広がり、
全学年を対象に学習支援を行う学校が
12校になった。(H27 13校）

A

『図書館等学習室設置
事業(設置中学校
数)(校)』
【基準値】
平成24年度　7
【目標値】
平成29年度　12
平成33年度　12
【平成28年度の成果】
12(校)

①、②
　開放頻度は１～30日
（平均7.8日）と中学校に
よりばらつきが見られ
る。
　エアコンの設置等設備
面やコミュニティ・ス
クールの機能を活かした
ボランティアの学習支援
等の充実を推進してい
く。

5

読書活動
の充実(学
校図書館
等支援員
の配置)

子どもたちに読書の魅力を
伝え、豊かな本の世界に触
れさせるために、本を使っ
た学びを支援する学校図書
館等支援員を配置し、読書
活動等の推進充実を図る。

・全小、中学校に学
校図書館等支援員を
配置する。
・学校図書館等支援
員の研修会を3回実施
する。

22,409
学校
教育
課

・市内全ての小、中学校に学校図書館
等支援員を配置(2校に1名の兼務含む）
し、読書指導や環境整備などを行っ
た。
・新規採用学校図書館等支援員の研修
会や市立図書館職員を講師として招聘
し、本の修繕に関する研修会を行っ
た。

A

『学校図書館等支援員
配置小学校数(校)』
【基準値】
平成24年度　0
【目標値】
平成29年度　24
平成33年度　24
【平成28年度の成果】
24(校)

①、②
　研修会の内容について
は、支援員のニーズに応
じた内容を盛り込むため
にも事前にアンケート等
を行う。
　新規採用職員の資質向
上のため、ベテランによ
る指導の機会を設けると
ともに、職員同士の情報
交換を行う機会を設け
る。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の
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6
教職員研
修の充実

・授業の質を高めるため
に、学びのスーパーバイ
ザーを招いた研修会を行
う。
・授業研究員制度等を活用
して、「学び合い」のある
授業づくり、「学び合い」
のある学校づくりについて
専門性の高い指導力を備え
る教員を養成する。
・校内研修を活性化し、教
員の専門性を高め、資質・
能力を向上するために、市
内すべての学校で、公開授
業を軸にした授業に関する
研修会を実施する。また市
内の教員全員が、一斉に公
開授業研究会に参加できる
「宇部 授業の日」を設け
る。
・管理職、教務主任、研修
主任など、それぞれの職務
に応じた研修会を実施す
る。
・道徳、人権教育、特別支
援教育、学校事務など、そ
れぞれの領域に応じた研修
会を実施する。

・講師(スーパーバイ
ザーを含む)を招いて
の研修会を全小中学
校で実施し、平成27
年度より回数を増や
す。
・授業研究員の研修
会を8回以上実施す
る。
・「宇部授業の日」
の授業公開校数を平
成２７年度より増や
し、研修内容を充実
させる。
・研修機会を充実さ
せるために職務や教
職経験に応じた研修
の開催回数を増や
す。

・「学び合い」のあ
る授業について指導
できる教員を小学校
18人、中学校15人に
する。

ゼロ予算
学校
教育
課

・講師(スーパーバイザーを含む)を招
聘した研修会は全小中学校36校で実施
した。のべ108回で平成27年度の118回
を下回った。

・授業研究員を中心とした研修会を年9
回実施した。（H27 9回）

・「宇部授業の日」は、小中学校で合
計10校(H27 10校)が公開授業研究会を
開催し、各学校で参加者全員がグルー
プに分かれた協議に参加した。

・校長研修会を8回、教頭研修会を8
回、5年目以上の中堅教員育成研修会を
8回実施した。2～5年目の若手教員育成
研修会は、平成27年度と同様に8回実施
した。
・授業研究員研修会や学力向上推進
リーダー、推進教員に対する研修会を
通して「学び合い」のある授業につい
て指導できる教員が、小学校25人、中
学校21人になった。

B

『「学び合い」のある
授業についての指導者
数(市内教員)(人)』
【基準値】
平成24年度
　小学校　0
　中学校　0
【目標値】
平成29年度
　小学校　10
　中学校　20
平成33年度
　小学校　20
　中学校　30
【平成28年度の成果】
小学校25(人)
中学校21(人)

①授業研究員の他に、学
びの創造推進教員を任命
し、授業実践・授業改善
についての指導を行う。
②・人材育成のための研
修会を充実させる。特に
若手教員及び中堅教員の
研修会の研修方法、内容
を工夫する必要がある。

7
道徳教育
の充実

・教員の指導力を向上させ
るため、「道徳教育指導力
アップセミナー」等研修会
への積極的な参加を促す。
・学校では、子どもたちが
人や社会、自然などとの豊
かなかかわりの中で、様々
な経験を通して道徳性や道
徳的実践力を高めるため
に、読書活動、体験活動及
び社会参加活動等に積極的
に取り組む。

教員の指導力向上の
ための研修機会を提
供し、70人以上の参
加を促す。

ゼロ予算
学校
教育
課

・教員の指導力の向上のために、県教
委が開催した道徳教育指導力アップセ
ミナーに、小・中学校から56人の教員
が参加し、事例発表をもとにした研修
を行った。
・小中学校別に道徳の公開授業・研修
会を実施し、49人の教員が研修を行っ
た。 A

『道徳に関する研修会
への参加人数(人)』
【基準値】
平成24年度　42
【目標値】
平成29年度　74
平成33年度　95
【平成28年度の成果】
105(人)

①平成30年度からの道徳
の教科化に向け、授業方
法や評価について研修を
していく必要がある。
②各校において、全校体
制による継続的・系統的
な道徳教育の実践に取り
組むとともに、教員の指
導力のさらなる向上を図
る必要がある。
・道徳の公開授業を実施
するよう学校に促す。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）
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8
体験活動
の推進

・地域の教育資源をいか
し、各教科や総合的な学習
の時間、道徳の時間など
で、子どもたちが様々な体
験活動ができるようにす
る。
・自然の中での集団宿泊活
動への取組を進め、子ども
たちの心と体の成長を促
す。

・小学校における集
団宿泊学習を全学校
で実施する。

ゼロ予算
学校
教育
課

・集団宿泊学習を実施した小学校は、
24校であった。(H27は24校）

A

『集団宿泊(自然体験)
活動への取組校数
(校)』
【基準値】
平成24年度
　小学校　3
【目標値】
平成29年度
　小学校　24
平成33年度
　小学校　24
【平成28年度の成果】
小学校　24(校)

①平成29年度も引き続き
全小学校での集団宿泊学
習の実施を目指す。
・中学校ではすべての学
校において、宿泊を伴っ
た体験活動を行ってい
る。
②今後も集団宿泊学習を
推進し、地域との連携に
より、自然を生かした体
験活動をより一層進めて
いく。

9
読書活動
推進事業

・小中学校で、年間を通し
て朝読書に取り組む。
・読書ボランティアの活用
を図り、読み聞かせ活動の
充実を図るとともに、図書
の紹介を通して、良書との
出合いの場を設ける。
・学校と保護者、地域ボラ
ンティアが連携し、読み聞
かせや学校図書館の整備を
進め、読書を通じて心の教
育を推進する。
・学校図書館に必要な数の
図書を整備する。

・朝読書を全小中学
校で年間を通して取
り組む。
・読書習慣の定着を
図るために、全小中
学校で地域ボラン
ティアによる読み聞
かせや本の紹介を行
う。
・全小中学校で、本
の蔵書数が図書標準
冊数以上を維持しな
がら、老朽化した図
書の更新を図る。

24,812

総務
課・
学校
教育
課

・小学校24校、中学校12校が定期的な
朝読書を実施した。

・小学校20校、中学校2校がPTAや地域
ボランティアを活用して読み聞かせ、
本の紹介等読書活動を行った。

・全ての小中学校36校で図書標準を達
成した。

A

『学校図書館図書標準
数以上の蔵書数を備え
る学校数(校)』
【基準値】
平成24年度
　小学校　14
　中学校　11
【目標値】
平成29年度
　小学校　24
　中学校　12
平成33年度
　小学校　24
　中学校　12
【平成28年度の成果】
　小学校　24校
　中学校　12校

①図書標準を維持しなが
ら老朽化した図書の更新
や、学校図書の充実を図
る。
②学校司書の資質を向上
させるため、研修内容を
充実させるとともに子ど
もの成長段階にあった良
質な本を整備していく。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

10
学校人権
教育推進
事業

・教員のより高い人権尊重
の意識と指導力の育成、並
びに資質の向上を図るため
教職員研修会を企画し実施
する。
・学校における人権教育に
関する学習支援事業を活用
し、質の高い人権学習の場
と機会の提供を行うととも
に、児童生徒の実践力を育
てる学習活動への指導・助
言を行う。

・教員のより高い人
権尊重の意識と指導
力の向上を目指す教
職員研修会を1校あた
り年間3回以上実施す
る。
・人権教育に関する
学習支援事業を活用
した児童生徒対象の
人権学習会を45回以
上開催する。

983
人権
教育
課

・各小中学校において人権教育に係る
教職員研修を３回以上実施した。
（最高１３回）
　小学校平均回数 5.5
　中学校平均回数 5.6
　全学校平均回数 5.5
・小学校19校、中学校11校が人権教育
に関する学習支援事業を活用し、児童･
生徒を対象とした人権学習会を延べ43
回開催した。なお、学習支援事業を活
用しなかった学校においても、独自に
人権学習会を開催した。 B

『１校あたりの教職員
研修会の実施回数
(回)』
【基準値】
平成24年度　1～7
【目標値】
平成29年度　3以上
平成33年度　4以上
【平成28年度の成果】
3以上(回)

『学習支援事業を活用
した児童生徒対象の人
権学習会の実施回数
(回)』
【基準値】
平成24年度　42
【目標値】
平成29年度　47
平成33年度　50
【平成28年度の成果】
43(回)

①概ね、目標値に近い事
業展開が出来ているが、
今後とも人権尊重の視点
に立ち、教職員の指導力
向上を図るとともに、各
小中学校の実態に即した
人権教育を進める。
②学習支援事業について
は、市内の人材を積極的
に紹介するなど、学習会
が開催しやすい体制づく
りに取り組む。

12

中学校の
武道指導
における
支援事業

・武道場や体育館など、授
業を実施する施設の安全管
理を徹底する。
・安全な武道の授業の実施
や、事故発生への事前の備
えや対応等に関する指導者
(教員)研修会を実施する。
・山口県教育委員会等主催
の研修会への参加を促す。

・教職員の専門的な
知識・技能の習得を
図るため、宇部市柔
道指導者研修会を開
催するとともに、県
主催の研修会への参
加を促す。
・県教育委員会主催
の外部指導者派遣事
業の活用を促進す
る。
・保健体育科の年間
指導計画の作成を通
して武道の指導に対
する安全面への配慮
を促す。

ゼロ予算
学校
教育
課

・宇部市柔道指導者研修会を開催し
た。(宇部市武道館9月26日 )
・山口県中学校・高等学校柔道実技研
修会に教員が参加した。(維新百年記念
公園スポーツ文化センター武道館6月16
日)
・県教育委員会主催の外部指導者派遣
事業を活用し、安全で充実した授業の
展開と教員の指導力向上を図った。
・保健体育科の年間指導計画の提出を
求めるとともに内容を精査して各校へ
の指導を行ったため、安全を意識した
武道指導が実施された。

A

『武道指導の教員研修
会の実施回数(回)』
【基準値】
平成24年度　1
【目標値】
平成29年度　2(回)
平成33年度　2(回)
【平成28年度の成果】
2(回)

①指導経験の浅い教員に
対して、市や県からの指
導の機会を設ける。
②今後も、学校の授業に
即したより実践的な研修
を行う。
・保健体育科の年間指導
計画において、武道の指
導計画の客観的な分析を
行うとともに定期的な見
直しを図り、より安全面
に配慮した指導計画にす
る必要がある。
・外部指導者の活用を図
り、より安全な武道の授
業実践の普及に取り組
む。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

13
学校給食
地産地消
推進事業

　子どもたちの健康増進等
を図るため、学校給食に地
元食材を積極的に使用し、
安心で安全な学校給食を提
供する。産業振興部、県美
祢農林事務所、地元生産
者、流通業者、ＪＡ山口宇
部等と連携し、学校給食で
使用する宇部産食材(野菜・
果実・魚介類・米)の使用率
(金額ベース)の向上に取り
組む。

　学校給食で使用す
る宇部産食材(野菜・
果実・魚介類・米)の
供給拡大を図り、使
用率(金額ベー
ス)38％を目指す。

ゼロ予算
学校
給食
課

　宇部産食材（野菜・果実・魚介類・
米）の学校給食への供給拡大のため、
学校給食応援団での協議やＪＡとの連
携等に取り組んだ。しかしながら、
じゃがいもについては、疫病感染によ
る生育不良、また、玉ねぎは、べと病
の発生などで供給量が減少するなどに
より、宇部産食材(野菜・果物・魚介
類・米)の使用率は、32.2％と目標を下
回った。

B

『学校給食で使用する
地元食材(野菜・果
実・魚介類・米)の使
用率(金額ベー
ス)(％)』
【基準値】
平成25年度　35.1
【目標値】
平成29年度　40
平成33年度　40
【平成28年度の成果】
32.2(％)

①規格外野菜の給食使用
に向けて、関係者と検討
を進める。
②給食用野菜の作付面積
の拡大や、天候不順の影
響が少ない地元食材の加
工品の使用量増を目指
す。

14
幼保小連
携教育事
業

・小学校と幼稚園･保育所の
間で授業交流や合同行事を
行ったり、参観日や運動会
に参加し合うことで、園児
と児童、保育士・幼稚園教
員と小学校教員が直接交流
する。また学校だよりや、
各種行事の参加案内を送付
し合うこと等で、相互理解
と連携を深めます。
・小学校と幼稚園･保育所の
間で連絡会議を開催し、就
学に向けた情報交換を行う
とともに、幼保小一貫指導
のための指導資料「つなが
る子どもの育ち」を活用
し、なめらかな接続と連携
を図る。
・大学教員や幼児教育長期
研修経験者などを講師とし
て招いた研修会を開催す
る。

・各小学校と幼稚
園・保育所が連携し
ての授業交流会や連
絡協議会を全学校で
開催する。
・市内全私立幼稚園
17園を訪問し、幼稚
園の現状、教育内
容、園児について情
報をつかむ。

216
学校
教育
課

・幼稚園、保育所の園児と児童との授
業交流を行った小学校が24校、教員と
連絡協議会をもった小学校が24校と全
小学校で実施した。
・市内私立幼稚園17園すべてを訪問
し、園の実態や教育方針を確認した。
・8月に山口大学准教授を講師として招
聘し、幼保小の職員対象（58名参加）
に幼保小連携教育研修会を行った。

A

『幼稚園・保育所と授
業交流を行う小学校数
(校)』
【基準値】
平成24年度　9
【目標値】
平成29年度　24
平成33年度　24
【平成28年度の成果】
  24(校)

①、②
　幼稚園の意見や要望を
整理し、担当指導主事等
が小学校にも確実に内容
を伝えていく。幼保小連
携教育研修会の中でグ
ループ協議を行い、幼保
小がともに相互理解を深
める場を設ける。
・できる限り幼稚園、保
育所を訪問し、現状把握
を行う必要がある。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

15
小中一貫
教育の推
進

・連携モデル中学校の教員
による小学校への乗り入れ
授業を実施する。
・連携モデル小中学校間や
小学校間での協議会を開催
し、授業づくり、生徒指
導、教育課程等に関する連
携した取組を実施する。
・本モデル事業の成果と課
題をもとに、小中連携の一
形態である小中一貫教育に
ついても検討する。

・市内全小中学校で
中学校教員による接
続する小学校への定
期的な乗り入れ授業
を行う。

・接続する小中学校
で、合同の研修会を
年2回実施する。

264
学校
教育
課

・現状の制度の中で、各学校の実情に
応じ、平均で1中学校当たり37.4日の乗
り入れ授業を実施した。
・全ての中学校区で接続する小中学校
の合同研修会を2回以上実施した。
・小中一貫教育推進協議会を3回開催
し、今後のスケジュールやモデル校の
決定等に取り組んだ。

A

小中連携教育の一環と
して、中学校教員が
「乗り入れ授業」を
行った日数(中学校１
校当たりの平均日数)
【基準値】
平成24年度　4日
【目標値】
平成29年度　7日
平成33年度　10日
【平成28年度の成果】
37.4日

①乗り入れ授業について
はすでに目標値を大きく
上回っており、今後は、
平成32年度からスタート
する小中一貫教育を視野
に入れ、計画的・恒常的
な乗り入れを進める。
②今後、小中一貫教育推
進協議会や校長会での協
議を通じて、9年間を見通
したカリキュラムの作成
や組織・体制づくりな
ど、宇部市の特色ある小
中一貫教育学校のビジョ
ンを明確にしていく。
・小中一貫教育推進協議
会や校長会ワーキンググ
ループで、すべての学校
の課題等の解決に取り組
む。
・モデル校２校区（５
校）の取組を他のすべて
の校区に拡大していく。
・小中一貫教育に関する
研修会を開催し、小中一
貫教育のメリットや宇部
市が求める小中一貫教育
学校のビジョン・今後の
取組等の共有化を図る。

16
小学校教
科担任制
の推進

・小学校高学年を中心に、
教員の専門性をいかし、中
学校教育につながる教科担
任制を実施する。
・一人の子どもを学級担任
だけでなく、複数の教員で
多面的に支援し、子どもた
ちの健やかな成長を図る。

・全ての小学校にお
いて、高学年で教科
担任制を実施し、教
科数を平均で、3.5教
科にする。

ゼロ予算
学校
教育
課

・6年生を中心に、5年生にまで教科担
任制を広げて実施した。（実施校24校
のうち全24校で5年生実施）
・5、6学年で実施した教科担任制の教
科数は、平均で4.3教科であった。

A

教育振興基本計画に掲
げる成果指標
【小学校教科担任制
　9教科中の担当教科
数(5、6学年での
　平均)】
H24(2.6教科)
H29(2.8教科)
H33(3.0教科)

【平成28年度の成果】
4.3(教科)

①各小学校において教科
担任制による授業を実施
し、専門性の高いきめ細
かな指導をさらに充実さ
せる。
②小・中学校が連携し、
合同教科研修を実施する
など、教科担任制を小中
一貫教育の充実につなげ
ていく。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

17
特別支援
教育推進
事業

・適正な就学指導を行う教
育支援委員会の開催及び教
職員の専門性の向上のた
め、特別支援教育研修会を
開催する。
・特別な支援を要する児童
生徒や保護者の不安解消を
図るため、進学学習会等を
開催する。
・効果的な指導や支援が受
けられるよう教材教具の充
実を図るとともに、障害の
状態に応じた施設の整備を
進める。
・全校での継続的な指導・
支援体制の充実のため、
「個別の教育支援計画」、
「個別の指導計画」の作成
及び活用を推進する。

・特別支援教育専門
指導員の配置
・教育支援委員会の
開催
・教職員・サポート
教員等を対象とした
特別支援教育研修会
の実施（校内コー
ディネーター等養成
研修会の修了者数37
人）
・進学学習会等の開
催
・教材教具の購入や
施設整備
・巡回訪問における
「個別の教育支援計
画」「個別の指導計
画」の作成及び活用
を推進

6,869

特別
支援
教育
推進
室

・特別支援教育専門指導員を1名配置
し、通級指導教室担当教員への指導助
言や保護者、児童生徒への相談支援を
行った。
・教育支援委員会(8月、10月、11月、2
月）を開催し、適正な就学指導を行っ
た。
・教職員・サポート教員等を対象とし
た特別支援教育研修会を開催し支援技
術の向上を図った。
・小学生進学学習会や中学生進路説明
会を開催し、保護者や児童生徒の不安
解消を図った。
・コミュニケーション能力や集中力を
養うなどの障害の状態に応じた教材教
具を購入し、効果的な指導を行った。
・手すり、スロープ、カーテンなど、
障害の状態に応じた施設整備を行い、
学校生活を安心安全に送ることができ
た。
・小中学校への巡回訪問において、
「個別の教育支援計画」「個別の指導
計画」の作成及び活用を推進し、校内
支援体制の充実を図った。

A

校内コーディネーター
等養成研修会の修了者
数
【基準値】
平成24年度　基準値な
し
【目標値】
平成29年度　47人
平成33年度　87人
【平成28年度の成果】
52人

①校内コーディネーター
等養成研修会の修了者数
は、目標を達成している
が、通級指導教室利用者
の「個別の教育支援計
画」の作成及び活用率は
低いため、作成率を上げ
ていく必要があり、現
在、国庫補助事業を活用
し更なる取り組みを推進
している。
②個別の教育支援計画を
作成する学校側の評価な
ども行いながら、作成・
活用を進めていく。

18
通級指導
教室推進
事業

・特別な支援が必要な児童
生徒が安心して学習や生活
ができるよう小中学校にお
ける通級指導の充実を図
る。
・幼児対象の通級指導教室
（ことばの教室）を運営
し、幼児の発達や障害の特
性に応じた指導を進める。

・通級指導教室10校
での指導を実施
（『通級指導教室』
での学習内容の満足
度80％）

2,688

特別
支援
教育
推進
室

・通級指導教室10校で障害の特性に応
じた通級指導を実施した。(通級指導利
用者111名）
・通級指導教室担当教諭連絡協議会を2
回開催し、指導技術の向上を図った。
・保護者アンケートを実施した。

B

『通級指導教室』での
学習内容の満足度
【基準値】
平成24年度　基準値な
し
【目標値】
平成29年度　85％
平成33年度　100％
【平成28年度の成果】
66％

①保護者の送迎の負担軽
減のため、通級指導教室
の設置数を、増やす必要
があり、平成２９年度に
今後1校増やすこととして
いる。
②教員が出向いて通級指
導が行える体制とし、を
すすめていく。より障害
の特性に応じた指導内容
とするため、担当教諭の
資質向上を図っていく。
必要がある。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等
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特別支援
教育連携
事業

・医師・保健師や幼稚園・
保育所と連携し、発達障害
の早期発見・早期支援を行
う。
・障害児支援情報共有シス
テムの構築のため、パーソ
ナル手帳の活用を進める。
・支援ボランティア養成講
座を開催することにより、
発達障害等に関する地域住
民の理解を深め、地域の援
助体制を構築する。

・保健師と連携した
幼稚園、保育所の巡
回訪問の実施
・パーソナル手帳の
活用促進
・関係課と連携した
発達障害児ボラン
ティア養成講座の開
催(支援ボランティア
の活用人数60人）

354

特別
支援
教育
推進
室

・保健師と連携して幼稚園、保育所の
巡回訪問を実施し、発達障害等の早期
発見・早期支援に取り組んだ。（訪問
園数45園）
・福祉部局と連携して障害のある子ど
もの保護者へパーソナル手帳を配布
し、保護者の支援機関への情報伝達を
スムーズにした。（新規配布数27冊）
また、パーソナル手帳の内容の検討を
した。
・関係課と連携して発達障害児等ボラ
ンティア養成講座を開催し、発達障害
等に関する地域住民の理解を深め、地
域の援助体制の構築を図った。
（開催校区：神原・琴芝・新川・鵜の
島・厚東・二俣瀬・小野・船木・万
倉・吉部　修了生　67人）
・ボランティアと小中学校のボラン
ティア希望のマッチングを行い、支援
ボランティアの活用を図った。

CB

『支援ボランティアの
活用（人）』
【基準値】
平成24年度　11
【目標値】
平成29年度　75（累
計）
平成33年度　90（累
計）
【平成28年度の成果】
55(人)（累計）

①福祉部局と連携し、
パーソナル手帳の活用推
進や内容の充実を図って
いく。（改訂する。）
②地域でのボランティア
養成講座が終了し、今後
は、より専門的なボラン
ティアの育成が必要であ
る。このため、支援ボラ
ンティアを養成する取り
組みや受け入れ施設の理
解促進を図っていく。

20

特別支援
教育サ
ポート事
業

特別な支援を必要とする児
童生徒へ生活指導員等を配
置することにより、生活や
学習の支援を行う。

・小中学校へ生活指
導員等の配置（51
人）

58,330

特別
支援
教育
推進
室

・小中学校へ50人の生活指導員等を配
置し、特別な支援を必要とする児童生
徒への生活や学習支援を行った。（5月
1日現在、生活指導員16人、特別支援教
育支援員34人）

『小中学校の生活指導
員等の配置人数
（人）』
【基準値】
平成24年度　目標値な
し
【目標値】
平成29年度　51
平成33年度　55
【平成28年度の成果】
50(人)

①、②引き続き、児童生
徒の実態把握を十分行
い、どういうどのような
支援が必要かを検討した
うえで、生活指導員等を
小中学校へ適正に配置し
ていく必要がある。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等
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学校安心
支援運営
事業

いじめや不登校、問題行動
等にワンストップで対応で
きる総合相談窓口を運営
し、相談内容によっては、
多様な専門家や関係機関と
連携し、一人ひとりの状況
に応じた支援を行う。

・市民や学校に対
し、「学校安心支援
室」の活用について
周知する。
・関係機関との連携
強化を図る。
(認知したいじめの解
消率100％）
（相談受理件数4,900
件） 1,000

学校
安心
支援
室

・ホームページやリーフレット等によ
る広報活動を行うとともに、学校訪問
や校長集会等の際に、当室の事業説明
を行った。
・いじめや不登校に対し、保健、福
祉、医療や警察など関係機関との連携
強化を進め、一人ひとりの状況に応じ
た支援体制の構築に取り組んだ。
（ほっとライン宇部分を含む相談受理
件数5,405件） B

『認知したいじめの解
消率(％)』
【基準値】
平成23年度　96.4
【目標値】
平成29年度　100
平成33年度　100
【平成28年度の成果】
85.3(％)
（平成28年度から、い
じめの解消の定義が明
確化され、いじめに係
る行為が止んでいる状
態が少なくとも3か月
間継続していること
と、被害児童生徒が心
身の苦痛を感じていな
いこととされた）

①、②
さらに学校や関係機関と
連携強化を進めながら、
総合相談窓口としての機
能を充実し、不登校やい
じめ、問題行動等の課題
の解決を図る。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

①、②
・関係機関との連携につ
いて、ケース会議の適切
な実施等により、より効
果的な連携を図る必要が
ある。
・国が、「いじめの防止
等のための基本的な方
針」を改定したことに伴
い、｢宇部市いじめ防止基
本方針｣の改定に取り組
む。
・いじめアンケートの実
施にあたって、質問項目
等の工夫により、効果的
なものとなるよう検討し
ていく。
・家庭環境に起因する問
題に対応するため、ス
クールソーシャルワー
カーの活動時間の拡充を
検討する必要がある。
・「スマホやゲームの約
束」は、今後も見直しを
行いながら継続して取り
組む。
・不登校への対応につい
ては、「宇部市不登校防
止アクションプラン」に
基づき、取組を強化して
いく。

『認知したいじめの解
消率(％)』
【基準値】
平成23年度　96.4
【目標値】
平成29年度　100
平成33年度　100
【平成28年度の成果】
85.3(％)
（平成28年度から、い
じめの解消の定義が明
確化され、いじめに係
る行為が止んでいる状
態が少なくとも3か月
間継続していること
と、被害児童生徒が心
身の苦痛を感じていな
いこととされた）

『少年による万引きの
検挙・補導人員(人)』
【基準値】
平成24年中　57
【目標値】
平成29年中　40
平成33年中　30
【平成28年度の成果】
平成28年中16(人)

B

学校
安心
支援
室

29,948

・相談者と関係機関
や専門家とのコー
ディネート機能の充
実に努め、いじめや
不登校、問題行動等
に迅速に対応する取
組の強化を図る。
(認知したいじめの解
消率100％）
(少年による万引きの
の検挙・補導人員平
成28年中22人以下)

・こころと学びの支援員や
学校安心支援スーパーバイ
ザーとして経験豊かな臨床
心理士を配置し、相談に対
応する。
・全小中学校にスクールカ
ウンセラーを配置し、学校
での相談活動の充実を図
る。また、スクールソー
シャルワーカーの活用を促
進する。
・「総合教育相談窓口ほっ
とライン宇部」により、い
じめ、不登校、問題行動、
性に関すること、友人関
係、身体や健康に関するこ
となどの悩み・問題を抱え
る青少年や保護者からの相
談に対し、指導及び助言を
行う。
・アンケートの実施、地域
との連携等により、いじめ
の未然防止、早期発見と的
確・迅速な対応を推進す
る。
・万引き防止に関する宣
言、関係団体との連携等、
万引き防止のための取組を
推進する。

学校安心
支援活動
事業

22

・こころと学びの支援員11人及び学校
安心支援スーパーバイザー1人、スクー
ルカウンセラー(県配置・市配置)8人、
スクールソーシャルワーカー3人を配置
し、児童生徒、保護者、学校からの相
談に対応するとともに、継続した支援
を行いながら、必要に応じて関係機関
とのケース会議の実施や情報交換等に
より連携を図った。
・持ち帰り方式によるアンケート(年2
回実施)や週1アンケート、各学校での
いじめ対策会議の設置等により、いじ
めの、未然防止、早期発見、早期対応
等に取り組んだ。
・平成24年度から取組を強化している
青少年の万引き防止については、平成
24年中の検挙・補導人員57人を、平成
28年中には16人に減少させた。
・平成27年度に引き続き、宇部市ＰＴ
Ａ連合会と宇部市立小・中学校長会及
び教育委員会が共同で、「スマホや
ゲームの約束」に取り組んだ。
・不登校児童生徒数の減少及び不登校
児童生徒への適切な支援、保護者・関
係機関・地域社会との連携による効果
的な対応を目的として、「宇部市不登
校防止アクションプラン」を策定し
た。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

23
ふれあい
適応教室
活動事業

・不登校傾向にある児童生
徒の心の元気を取り戻し、
自己肯定感を高めるため、
ふれあい教室を運営し、通
室する児童生徒への継続し
た教育相談、学習支援及び
様々な体験活動等を行う。
・不登校傾向にある児童生
徒を対象とした体験活動、
教職員等を対象とした研修
の実施等により、不登校の
未然防止・早期対応を推進
する。
・ふれあい教室通室生と年
齢の近い学生ボランティア
である「ふれあいスチュー
デントサポーター」による
支援を進める。

・「ふれあい(適応指
導)教室」通室児童生
徒の学校復帰を支援
する。
(学校復帰率100％)
・いじめや不登校の
未然防止及び早期対
応を図るため、教職
員を対象とした研修
会等を開催する。

488

学校
安心
支援
室

・不登校児童生徒に対して、相談支
援、学習支援等を行いながら、学校や
家庭との連携を図り、児童生徒の自立
と学校復帰に向けた支援を行った。ま
た、様々な体験活動を通して、自主性
や意欲を引き出し、集団への適応力を
高めた。
（不登校児童生徒数122人
（ふれあい(適応指導)教室に通室した
児童生徒数17人、学校復帰した児童生
徒数15人、学校復帰率88.2％）
（体験活動実施回数7回、参加者延べ80
人、主な体験活動の内容：茶摘み、カ
ヌー、そば打ち等）
（出張ふれあい教室実施回数12回、参
加者延べ124人、主な内容：調理体験）
（ふれあいスチューデントサポーター
登録者数1人)
・いじめや不登校の未然防止及び早期
対応を図るための教職員を対象とした
研修会を開催した。
（小・中学校教育相談担当者連絡会議
開催回数3回、参加者延べ124人）
（学級づくりセミナー　開催回数1回、
参加者67人)

B

『ふれあい教室通室生
の学校復帰率(％)』
【基準値】
平成24年度　65
【目標値】
平成29年度　85
平成33年度　90
【平成28年度の成果】
88.2(％)

①、②
・不登校の児童生徒数
は、平成27年度の142人か
ら、122人に減少したが、
さらに不登校児童生徒数
を減少させるため、宇部
市不登校防止アクション
プランに基づき、取組を
充実させていく。
・ふれあい（適応指導）
教室に通室していない不
登校児童生徒への支援を
充実させる必要がある。
・「ふれあいスチューデ
ントサポーター」の登録
者数を増やすため、大学
等への働きかけを強化し
ていく。

24

省エネ
等、環境
教育推進
事業

・各校の要請に応じて講師
派遣を行い、小中学校の省
エネ等環境教育をサポート
するとともに、環境ポス
ター展など環境教育の充実
を図る取組を実施する。
・学校全体で環境教育に取
り組むために、やまぐちエ
コリーダースクールの認証
取得を促進する。また「緑
のカーテン」の取組の推進
や、ユネスコスクールへの
登録等の支援をする。

・『やまぐちエコ
リーダースクール認
証校』を13校に増や
すとともに、ごみの
分別、節電、節水、
校内環境の美化など
の意識を高め、環境
を守る態度を身に付
ける教育を実施す
る。

ゼロ予算
学校
教育
課

・『やまぐちエコリーダースクール認
証校数』が15校になり、緑のカーテン
による節電、雨水を花壇の灌水に利用
した節水、太陽光発電システムのデー
タ確認、給食の残食減少への取り組み
など、理科や保健、家庭科などの学習
内容と関連付けた教科指導などの環境
教育を行った。 A

教育振興基本計画に掲
げる成果指標
『エコリーダースクー
ル認証校数』
【基準値】
　平成24年度　8
【目標値】
　平成29年度　15
　平成33年度　24
【平成28年度の成果】
　15（校）

①、②平成33年度の目標
に向けて、毎年2校程度、
認証校を増やしていくた
めに、『やまぐちエコ
リーダースクール』の取
組について理解を深め、
さらに多くの学校に参加
を促す。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

25

自然体験
型環境教
育推進事
業

市内全小学校の子どもたち
が「アクトビレッジおの」
を訪れ、施設内外及び地域
の自然をいかした体験学習
を行う。

・「アクトビレッジ
おの」の施設を生か
した体験型環境学習
を、市内全小学校で
実施する。

2,895
（水源涵
養基金）

学校
教育
課

・小学校24校の児童が「アクトビレッ
ジおの」を訪れ、間伐材を用いたエコ
工作体験や、里山のくらしから環境を
考える学習、茶摘み体験などを実施し
た。
（参加児童数1,449人、引率教員95名）

A

『「アクトビレッジお
の」の施設を生かし体
験型環境学習を実施し
た小学校数(校)』
【基準値】
平成24年度　24
【目標値】
平成29年度　24
平成33年度　24
【平成28年度の成果】
24(校)

①引き続き全小学校で実
施されるよう推進してい
く。
②内容については茶摘み
体験やお茶の葉について
の学習に人気がある。施
設の特徴を生かしたカ
ヌーやＥボート、魚釣り
体験など小野湖を利用し
た体験学習を充実させて
いく。

26

エコス
クール推
進整備事
業

・校舎や体育館の建替えに
併せて、雨水利用施設や太
陽光発電設備など環境教育
に活用できる設備を備えた
学校施設を整備する。
・地域の協力が得られる学
校に芝生の苗や肥料を支給
し、校庭の芝生化を推進す
る。

平成28年度末　環境
教育が実践できる学
校施設数　目標25施
設(平成27年度末 23
施設)
・黒石小学校校舎増
築工事に併せて、雨
水利用施設を整備す
る。
・地域の協力が得ら
れる学校(1校)に芝生
の苗や肥料を支給
し、校庭の芝生化を
行う。

426
施設
課

・黒石小学校校舎増築工事に併せて、
計画どおり雨水利用施設を整備した。
・黒石小学校において、校庭の芝生化
を実施した。

A

『環境教育が実践でき
る学校施設数(施設)』
【基準値】
平成24年度　15
【目標値】
平成29年度　35
平成33年度　36
【平成28年度の成果】
25(施設)

①、②整備された施設が
環境教育に活用されるよ
うに引き続き取り組む必
要がある。
・授業や特別活動、防災
訓練などに活用されるよ
うに、学校側との情報共
有を引き続き図る。
・校庭の芝生化を希望す
る学校が増加するよう、
維持管理の問題解消に向
けて、相談受付の充実等
に引き続き取り組む。

27

食品廃棄
物リサイ
クル推進
事業

学校給食調理場において調
理過程で発生する調理残渣
や児童生徒の食べ残しを家
畜の飼料への再利用や堆肥
化により、リサイクルを推
進する。

　学校給食残渣リサ
イクル率(重量ベー
ス)100％を目指す。

2,869
学校
給食
課

学校給食調理場19か所の給食残渣リサ
イクル率(重量ベース)は、生ごみ処理
機の設置遅延により、１学期中に堆肥
化リサイクルが開始できなかった調理
場があり、99.9％となった。

B

『学校給食残渣リサイ
クル率(％)』
【基準値】
平成24年度　95.2
【目標値】
平成29年度　100
平成33年度　100
【平成28年度の成果】
99.9(％)

①、②学校給食残渣リサ
イクル率は、平成２９年
度に達成できることか
ら、今後、学校給食残渣
の減量など新たな目標設
定を検討する。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 １　「学び合い」を通して、生きる力を育みます

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

28
防災教育
推進事業

・専門家による、教職員対
象の防災教育に関する研修
会を開催する。
・様々な災害を想定した避
難訓練の実施を推進する。
・学校において、「専門家
派遣事業」などの実施を推
進する。
・各学校における防災にか
かわる危険予測学習(ＫＹ
Ｔ)の実施を推進する。

・防災担当教員を対
象として、防災に関
する専門家による研
修会を実施する。
・市内全小中学校に
おいて、防災にかか
わる危険予測学習(Ｋ
ＹＴ)の推進や毎学期
の避難訓練の実施(地
震、火災、不審者対
応等)する。
・専門家と連携した
防災出前授業(県教委
の事業)を15校で実施
する。

25
学校
教育
課

・宇部市学校安全担当教員研修会を開
催し、各校の管理職も参加した。(宇部
市文化会館 8月24日)

・防災にかかわる危険予測学習(ＫＹ
Ｔ)を36校で実施した。
・小学校で平均2.9回、中学校で平均
2.0回、防災に関する避難訓練を実施し
た。
（H27 小学校平均2.5回、中学校平均
1.9回）

・専門家派遣事業などを活用した授業
を13校で実施した。（H27 16校）

・引き渡し訓練を全小中学校36校で実
施した。

・地域と連携した防災訓練を25校で実
施した。

A

『防災にかかわる危険
予測学習の実施校数
(校)』
【基準値】
平成24年度　35
【目標値】
平成29年度　36
平成33年度　36
【平成28年度の成果】
36(校)
『専門家派遣事業など
の実施(校)』
【基準値】
平成24年度　9
【目標値】
平成29年度　12
平成33年度　12
【平成28年度の成果】
13(校)

①宇部市学校安全担当教
員研修会を8月に開催し、
年度後半での指導に生か
す。
・土砂災害の危険指定地
域内の学校に関しては、
危機管理マニュアルにハ
ザードマップを加えるよ
う指導している。
・実際の避難所設営を想
定した研修会を行う。
②様々な災害を想定し、
地域と連携した避難訓練
の実施を推進していく。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

29

ふるさと
学習副読
本作成事
業

・宇部市で学ぶ全ての子ど
もたちが郷土学習を行える
よう、ふるさと学習副読本
を作成し、毎年度、小学校3
年生と中学校１年生の全児
童生徒に配付する。
・編集委員会を組織し、定
期的に内容を改訂する。ま
た、「地域教材」開発の成
果を取り入れ、内容の充実
を図る。

・「わたしたちの宇
部」は、小学校の社
会科、地理・郷土の
歴史等を学習するた
め、3年生で50時間、
4年生で50時間の授業
で活用する。
・「ふるさと宇部」
は、中学校の社会科
において、他の地域
との違いを発見し、
社会的なものの見方
を育てるために、1年
生の地理、歴史で5時
間、2年生の歴史で5
時間、3年生の公民で
2時間の授業で活用す
る。

2,489
学校
教育
課

・小学校の活用時数は、3年で66時間、
4年で43時間と、各小学校では、ほぼ目
標値の授業数で、十分な活用がなされ
た。

・中学校の活用時数は、1年で2時間、2
年で5時間、3年で2時間となっており、
本市の事例を扱うことで、生徒の身近
な地理的条件や地域の歴史を調べると
ともに、教科書の内容との比較を行っ
た。

B

『社会科の関連単元に
おける副読本の活用の
時間数(時間)』小3・4
年生、中１～3年生の5
学年の平均活用時間数
【基準値】
平成24年度　25
【目標値】
平成29年度　25
平成33年度　25
【平成28年度の成果】
33(時間)
※学年ごとの平均時数
小学校3年：61(時間)
小学校4年：47(時間)
中学校1年： 3(時間)
中学校2年： 4(時間)
中学校3年： 3(時間)

①中学校社会科部会を通
して「ふるさと宇部」を
活用するよう指導する。
・中学校での活用時間を
増やすため、社会科教科
書（地理・歴史・公民）
の単元と「ふるさと宇
部」の関連ページが結び
つく索引を提示し、中学
校3年間を通しての活用を
推進する。
②総合的な学習や他教科
においても活用できるよ
うに、副読本の活用事例
の提供を進める。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

30

宇部の精
神(ここ
ろ)を知る
事業

・宇部市の教職員が、子ど
もたちに「宇部の精神(ここ
ろ)」を伝えることができる
ように研修会を実施する。
・宇部市の歴史や史跡、文
化、産業、公共施設など、
現在の宇部市を築いてき
た、あるいは宇部を構成し
ている社会的な事物を、現
地視察(フィールドワーク)
を取り入れた形で実施し、
参加した教職員が宇部につ
いて学び、その根底に流れ
る「宇部の精神(こころ)」
を感じ取ることができるよ
うな内容とする。
・「宇部の精神(こころ)」
を学ぶことができるような
「地域教材」を開発し、社
会科や道徳、総合的な学習
の時間などで活用する。
・子どもたちの発達段階に
応じて、「宇部の精神(ここ
ろ)」を伝えることができる
ように、小中学校の全ての
学年で、年間10時間程度
「うべタイム」の時間を設
定する。

・小学校教育研究会
及び中学校教育研究
会の社会科部会が合
同で研修会(現地視察
を含む)を実施する。

・「宇部の精神(ここ
ろ)」を学ぶことがで
きるような「地域教
材」を3事例ほど作成
する。

ゼロ予算
学校
教育
課

・小・中学校の社会科部会の教員が宇
部市の主な産業を学ぶために、明治21
年創業の酒蔵「株式会社永山本家酒造
場」と、練り製品等の水産加工業を行
う「宇部蒲鉾株式会社」を訪問し、会
社の歴史や主な取組等について実践的
に学んだ。

・「宇部の精神(こころ)」を学ぶこと
ができるような「地域教材」について
は、５つの事例を作成した。
①この言葉に注目！「共存同栄」「協
同一致」
②この出来事に注目！宇部市の大気汚
染
③この言葉に注目！「宇部方式」
④この言葉に注目！「緑と花と彫刻の
まち」
⑤この言葉に注目！「ＵＢＥビエン
ナーレ」
・小中学校のすべての学年で「うべタ
イム」の時間を設定し、「宇部の精神
（こころ）」が語れる人材を育成し
た。

A

『宇部の精神を知る事
業　地域教材開発数
(個)』
【基準値】
平成24年度　0
【目標値】
平成29年度　13
平成33年度　26
【平成28年度の成果】
5(個)

①フィールドワークにつ
いては、小・中学校の社
会科部会を中心に、教育
委員会と連携し、実践的
で充実した内容としてい
く。
②ふるさと学習副読本作
成において、引き続き年
間5事例程度の地域教材を
開発し、「宇部の精神
（こころ）」の学びの充
実を図る。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

31
伝統文化
推進事業

・全ての中学校で箏(こと)
を活用した音楽の授業を行
い、希望者は箏曲コンクー
ルで演奏できる機会を作
る。また赤間硯を活用した
書写の授業を、全ての小学
校で行う。
・本市の特色である、彫刻
を活用した教育を推進す
る。

・琴教室を、全ての
中学校で実施する。
・赤間硯を活用した
書写の授業を、小学
校で実施する。
・彫刻に触れる学習
を小学校12校で実施
する。また、中学校6
校で彫刻家と連携し
た美術教室を実施す
る。

1,473
学校
教育
課

・琴教室を中学校12校で実施した。

・赤間硯を活用した書写の授業を小学
校24校で実施した。

・彫刻教育については、ときわミュー
ジアムの学芸員と連携した授業を中学
校10校で実施した。
・小学校24校において、UBEビエンナー
レ鑑賞授業（ときわ公園）を実施し
た。

B

『伝統文化推進事業の
授業を行う学校数
(校)』
【基準値】
平成24年度　29
【目標値】
平成29年度　36
平成33年度　36
【平成28年度の成果】
36(校)

①彫刻教育において、と
きわミュージアムの学芸
員と連携した授業に全中
学校が参加する。平成29
年度目標達成予定。
②赤間硯を使った書写の
授業では、現在講師が一
人である。負担軽減と本
事業継続のため、人材確
保をしていく。

32
英語教育
支援事業

・小学校に地域英語支援
員、中学校にＡＬＴ（外国
語指導助手）を学校規模に
応じて派遣し、外国語活
動、外国語科の指導の充実
を図る。
・夏季休業中に外国語指導
助手を中学校に派遣し、生
徒に対するスピーチコンテ
ストの指導や教員との授業
研究、教材研究を実施す
る。
・姉妹都市であるオースト
ラリアニューカッスル市と
の親善と友好を深め、人材
交流を図る。

・地域英語支援員6名
を配置し、小学校1校
当たり25回程度(1人
当たり105回)派遣す
る。
・ＡＬＴを2名配置
し、全ての小中学校
に派遣する。小学校
１校当たり2回、中学
校１校当たり27回程
度(１人当たり175回)
派遣する。
・宇部市とニュー
カッスル市の親善と
友好を深めるため中
学生を派遣する。

13,426
学校
教育
課

・小学校に、地域英語支援員を1校あた
り約27回(1人当たり106回)、ＡＬＴを1
校当たり2回（合計48回）派遣した。

・中学校に、ＡＬＴを1校あたり30回(1
人あたり182回)派遣した。また夏季休
業中に、スピーチコンテストの指導や
教員との教材研究を行った。

・ニューカッスル市へ中学生9校10名、
引率教員2名を派遣し、親善と友好を深
めた。

A

『ＡＬＴ
(外国語指導助手)の
訪問小学校数(校)』
【基準値】
平成24年度　4
【目標値】
平成29年度　24
平成33年度　24
【平成28年度の成果】
24(校)

①ＡＬＴの増員やオンラ
イン英会話の拡充を図
り、「使える英語」の習
得をめざす。平成30年度
から移行措置がスタート
するため、小学校教員を
対象とした研修会を充実
させる。
②中学校英語科及び小学
校外国語活動授業の充実
を図る。夏季休業中に教
員対象の研修会へＡＬＴ
を派遣することや、小学
校3・4年から外国語活動
が始まるため、小学校へ
のＡＬＴ等の派遣回数を
さらに増加していく。
・中学生のコミュニケー
ション力を向上させるた
め、ＡＬＴの増員や、オ
ンライン英会話を全中学
校で実施する。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

33
キャリア
教育の推
進

・広い視野と見識を身に付
けるため、社会で活躍する
人材を活用して、子どもの
発達段階に応じた授業や交
流活動を実施するなど、人
間としての生き方、在り方
を見つめ、望ましい勤労
観・職業観を育む学習活動
を展開する。
・職場見学や職場体験など
多様な社会体験の機会を提
供することを通して、子ど
もの職業意識を高める実践
的な学習活動を積極的に取
り入れる。
・学校・教育委員会、企業
等が連携し、必要な人材と
その育成に関する情報を共
有しながら子ども一人ひと
りの意向を尊重した職場見
学や職場体験などに取り組
む。

・全小・中学校にお
いて外部人材を活用
した授業を実施す
る。
・学校運営協議会等
と連携し、地域人材
の活用、校種間交流
など地域の特性を生
かしたキャリア教育
を推進する。
・中学生の職場体験
の実施平均日数を2.3
日とする。

ゼロ予算
学校
教育
課

・小学校では24校、中学校では12校が
外部人材を活用した授業を実施し、
キャリア教育の充実を図った。
・学校運営協議会等と連携し、地域人
材の活用、校種間交流など地域の特性
を生かしたキャリア教育を推進した。

・中学校での職場体験実施平均日数は
2.3日であり、望ましい勤労観・職業観
の育成につながる体験学習となるよう
事前指導、事後指導を十分に実施し
た。

・4中学校が民泊や修学旅行での職場体
験を実施した。（上宇部中学校、黒石
中学校、常盤中学校、桃山中学校）

B

『中学生の職場体験の
実施平均日数(日)』
【基準値】
平成24年度　2
【目標値】
平成29年度　3
平成33年度　3
【平成28年度の成果】
2.3(日)

①学校運営協議会等と連
携し、地域人材の活用、
校種間交流など地域の特
性を生かしたキャリア教
育を推進する。
②職場体験の実施日を増
やすために「宇部市商工
会議所」や「やまぐち教
育応援団」を積極的に活
用していく。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

34
文化財保
護事業

・文化財所有者及び文化財
愛護団体に対する助成や文
化財の周辺環境整備の実施
により、文化財愛護活動を
推進する。
・各地域の新たな文化財を
掘り起こし、地域の大切な
文化遺産として次世代へ継
承する。
・未指定文化財の計画的調
査と、文化財の指定・登録
化を推進する。

○市内文化財の保護
活動として、文化財
の巡視、環境整備活
動、文化財保護団体
等への支援を行う。
【目標値】
・文化財説明板の補
修　3か所
・文化財保護指導員
による文化財の巡視
56か所
・遺跡、史跡の環境
整備　12か所
・文化財保護団体等
への活動に対する補
助　13団体
○文化財審議会を開
催し、本市の文化財
保存及び活用に関す
る審議を行い、文化
財の指定を行う。
【目標値】
・新規指定　1件
（累計　79件）

1,643

学び
の森
くす
の
き・
地域
文化
交流
課

・老朽化した文化財説明板の補修を行
い、文化財保護の周知に努めた。ま
た、説明板において、歴史的な価値を
説明すると共に、文化財保護への協力
を呼び掛け、愛護思想の普及を図っ
た。(3か所)
・指定文化財や埋蔵文化財包蔵地の保
護を目的に、文化財保護指導員による
文化財の巡視を実施した。(56か所)
・遺跡や史跡等の環境整備事業として
草刈りや清掃を行い、文化財の保護と
周辺環境の維持に努めた。(12か所)
・文化財保護団体や郷土史研究団体な
ど、文化財保護事業実施団体の活動に
対し補助を行った。(13団体)
・文化財審議会の答申を得て、新規指
定文化財の指定（天然記念物）を行っ
た。(1件)

B

『市指定文化財の累計
件数(件)』
【基準値】
平成24年度　77
【目標値】
平成29年度　83
平成33年度　87
【平成28年度の成果】
累計　79(件)

①、②文化財保護事業を
担っている個人や団体は高
齢化による後継者不足が深
刻化しており、文化財保護
思想の愛護の普及による人
材の育成が急務である。
・地域の大切な文化遺産を
次世代へ継承するため、未
指定文化財を計画的に調
査し、文化財の指定・登録
化を推進する。

35
文化財活
用推進事
業

・本市の歴史や文化へのよ
り一層の興味・関心を高
め、貴重な地域資源である
文化財資料の活用を図るた
め、市民団体との協働・連
携により、文化財展等を開
催し、文化財への愛着心を
育成する。

○市民が文化財にふ
れる機会を提供しな
がら、文化財への愛
護や理解を促し、地
域の歴史や文化に対
する興味・関心を高
めるとともに、地域
の貴重な資源の掘り
起こしや歴史の再発
見につなげる。
【目標値】
・文化財展等の開催
3回
（累計　47回）

100

学び
の森
くす
の
き・
地域
文化
交流
課

・貴重な地域資源である文化財資料を
活用し、市民団体との協働・連携によ
り文化財展等を開催するなど、市民へ
学習の場を提供した。
・毎月発行する「学びの森くすのきだ
より」に「文化財紹介コーナー」を設
け、文化財愛護の啓発を行った。
・郷土史研究団体等との連携による文
化財展での講演を始め、子どもを対象
とした歴史工作教室、展示解説などを
行い、文化財への愛着心を育成した。
【実績値】
・文化財展等の開催　3回

A

『文化財展等の開催回
数累計(回)』
【基準値】
平成24年度　36
【目標値】
平成29年度　41
平成33年度　45
【平成28年度の成果】
累計　47(回)

①、②郷土史研究団体や、
市民団体等と連携し、市民
参加型を始めとする様々な
手法を検討し、文化財を身
近に感じることができるよう
な催しを検討する必要があ
る。
・地域の文化財を守り、その
利活用を図る活動の中心的
存在となる地方史の団体を
支えていく体制つくりが求め
られる。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ２　宇部の精神（こころ）を引き継ぎ、未来に羽ばたく人材を育成します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

36
学びの森
くすのき
運営事業

・市民の意見を反映させる
企画運営委員やサポーター
を募集し、施設の企画や運
営など様々な活動に、市民
が参画できる環境を整え
る。
・専門的知識を持つ司書や
学芸員を中心に市民ボラン
ティアによるレファレンス
機能の充実を図り、市民の
学習活動を支援する。
・多様な学習情報・学習機
会を提供し、学ぶ楽しさや
新しい発見が生まれる場所
づくりを行う。
・文化遺産・地域資源を核
として、世代を超えた市民
と情報の交流を図り、地域
のコミュニティや専門機関
と連携した運営を行う。
・市民が学習成果を発表、
活用できる場を提供し、学
習成果が社会に活かせる環
境づくりを行う。
・産業観光ツアー等と連携
し、本市の歴史文化を市内
外にアピールするととも
に、施設周辺の歴史的町並
みと合わせて観光資源とし
て有効活用する。

市民の学習、文化、
創造活動の拠点施設
として学びの森くす
のきを整備し、幅広
い利活用と交流を大
切にする運営を行
い、心豊かで活力あ
る地域社会の醸成を
図る。
【目標値】
・入館者数　70,000
人
・市民協働による企
画展　年35回
・市民ボランティア
10人 13,742

学び
の森
くす
の
き・
地域
文化
交流
課

周辺地域の各団体と連携しながら、博
物館資料や地域資源を活用した展示会
や行事を開催し、市民の学習の機会を
提供した。また、専門的知識を持つ市
民ボランティアの協力により、市民の
図書・文化財学習の支援を行った。
【実績値】
・開館日数　282日
・利用者数　70,186人
・市民協働による企画展　37回
・市民ボランティア　14人
　
　

A

『学びの森くすのき来
館者数(人)』
【基準値】
平成25年度開館
【目標値】
平成29年度　70,000
平成33年度　73,000
【平成28年度の成果】
70,186(人)

①、②学びの森くすのき
が開館して4年が経過し、
リピーターを増加させる
ことが重要である。今後
は、市民の学びの森くす
のきに対するニーズを把
握して、新しい分野の事
業を実施していく必要が
ある。
・サポーターや関係団体
との連携を強化し、より
多くの利用者に来館して
もらえるよう効果的かつ
魅力的な館の運営を行っ
ていく。

　　　　＊「評価」欄は、平成２8年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ３　安心・安全なまち宇部として、質の高い教育環境を実現します

№
事業名
関係計画

取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

37
小学校施
設耐震化
事業

426,563
施設
課

38
中学校施
設耐震化
事業

143,874
施設
課

39
通学路の
安全対策

・「宇部市通学路安全対策
合同会議」を今後も継続的
に開催し、関係機関と連携
して定期的に通学路の安全
対策を実施する。
・見守り隊等の地域安全活
動団体の協力を得ながら、
通学路における子どもの交
通安全指導や犯罪被害防止
対策を推進する。
・各小中学校において、
「交通安全にかかわる危険
予測学習(ＫＹＴ)」を推進
し、子どもたちの危険予
測・回避能力を育む。

・宇部市通学路安全
対策合同会議を開催
し、関係機関におけ
る安全点検を実施す
る。

・小中学校区の同じ
道を通学路とする高
等学校との連携を図
る。

・全小中学校におい
て交通安全に関する
「交通安全にかかわ
る危険予測学習(ＫＹ
Ｔ)」を実施する。

ゼロ予算
学校
教育
課

・学校、道路管理者、地元警察及び関
係部局と「宇部市通学路安全対策合同
会議」を7月に開催し、学校から危険箇
所として報告があった39箇所につい
て、5日間にわたり、合同点検を実施
し、危険箇所については、道路交通環
境を改善した。
・高等学校の通学路において、1校の通
学路の危険箇所の対策を行った。
・
・全小中学校(36校)で「交通安全にか
かわる危険予測学習(ＫＹＴ)」を実施
した。

A

『小中学校における
「交通安全にかかわる
危険予測学習(ＫＹ
Ｔ)」の実施校』
【基準値】
平成24年度　35
【目標値】
平成29年度　36
平成33年度　36
【平成28年度の成果】
36(校)

①コミュニティ・スクー
ルとの連携を図り、登下
校の安全を進める。
　関係諸機関と連携を図
り、日常的に通学路の安
全確認を行う。
②危険箇所における交通
環境の改善を図るため、
交通規制、通学路の変
更、見守り活動の強化な
ど、現場の実情に応じて
対応していく。
・高等学校との連携を図
ることで、より多くの子
どもたちの安全確保に取
り組んでいく。
・過去の点検で報告され
た危険箇所について、対
応ができていない箇所の
把握が不十分なため、改
めて危険箇所を把握し対
応していく。

①、② 今後の事業の実施
にあたっては、国の補助
金を最大限に活用し、市
の財政状況や業者の受注
能力を考慮したうえで、
効率的な事業の進捗が図
られるように計画を進め
ていく。

・耐震性能や老朽化など施
設の状況に応じて、耐震補
強又は建替えにより、耐震
性能を満たしていない小中
学校施設の耐震化を推進す
る。
・体育館の建替えに当たっ
ては、子どもたちの学びの
場としてだけでなく、災害
時における地域住民の避難
場所としての活用も考慮
し、防災機能の強化にも取
り組む。

平成28年度末　小中
学校施設耐震化率
目標90.1％(平成27年
度末 85.9％)
・平成28～29年度継
続事業で岬小学校校
舎及び琴芝小学校・
鵜ノ島小学校・厚南
中学校体育館の建替
工事を実施する。
・琴芝小学校・鵜ノ
島小学校・西岐波小
学校・厚南中学校新
体育館の建設に伴う
旧体育館の解体工事
を実施する。

・平成28～29年度継続事業について
は、計画どおり工事に着手したが、国
の補助採択が遅れた影響で、岬小学校
校舎建替工事は平成28～30年度継続事
業になった。
・琴芝小学校・鵜ノ島小学校・厚南中
学校旧体育館の解体については、計画
どおり工事を完成した。
・西岐波小学校旧体育館の解体につい
ては、計画どおり工事に着手した。
・その結果、平成28年度末時点におけ
る小中学校施設の耐震化率は90.1%とな
り、前年度末の85.9％から4.2ポイント
上昇し、目標の90.1%を達成した。

A

『小中学校施設耐震化
率(％)』
【基準値】
平成24年度　70.3
【目標値】
平成29年度　91.7
平成33年度　100
【平成28年度の成果】
90.1(％)

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ３　安心・安全なまち宇部として、質の高い教育環境を実現します

№
事業名
関係計画

取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

40
学校給食
施設整備
事業

・学校給食調理場を計画的
に整備する。
・調理場の整備構想につい
ては、施設の老朽化、学校
の適正配置の状況、児童生
徒数の推移及び財政状況を
踏まえ、計画性を持った効
率的な整備を行っていく。

黒石小学校は、児童
数増加に対応するた
め、配膳室改修工
事、厨房機器の整備
を実施する。
厚南学校給食共同調
理場は、食物アレル
ギー除去食提供のた
めの設備を整備す
る。
川上小学校及び西宇
部小学校は、厨房機
器を整備する。
常盤小学校は、食器
洗浄機を整備する。

23,522
学校
給食
課

黒石小学校は、配膳室改修工事や厨房
機器の整備を実施した。
厚南学校給食共同調理場は、食物アレ
ルギー除去食対応機器を整備し、除去
食の提供を10月から開始した。
川上小学校及び西宇部小学校は、厨房
機器を整備した。
常盤小学校は、食器洗浄機を整備し
た。 A

『新学校給食センター
の建設』
【基準値】
平成24年度
　実施設計
【目標値】
平成26年度供用開始
【平成28年度の成果】
供用開始済み

①調理用設備について
は、経年劣化や不具合等
により、給食調理に支障
のあるものから優先して
更新する。
②調理場の整備について
は、施設の老朽化や児童
生徒数の推移、効率性等
を考慮しながら検討す
る。

41
小中学校
適正配置
の推進

「宇部市立小中学校の適正
配置に向けた方針」で定め
られた基準に基づいて、該
当する小中学校の関係校区
民で構成された協議会を設
置し、学校規模によるメ
リット・デメリット、教育
的効果等を説明した上で、
子どもたちのより良い教育
環境を整備していくという
教育的な視点から、適正配
置を実施していく。

・見初・神原小学校
　地域の理解を得ら
れるように努め、統
合準備協議会におい
て、統合に係る具体
的な協議を再開・推
進する。

・小野・厚東中学校
　厚東川中学校を開
校する。

6
学校
教育
課

・見初・神原小学校
　地域での計6回の説明会の開催や、各
団体からの質問状への回答など地域の
理解を得るように努めたが、見初校区
をはじめ複数の団体が統合の是非につ
いて判断を保留した。統合協議が長期
化しており協議中断も視野入れ、結論
を出すこととした。

・小野・厚東中学校
　4月に厚東川中学校が開校した。

C

・見初小学校と神原小
学校の統合
・小野中学校と厚東中
学校の統合

①、②見初小学校と神原
小学校の統合について、
統合協議の中断の長期化
に伴い、8月を目途に出さ
れる見初校区の結論を踏
まえ、統合準備協議会の
存続・廃止を決定する。

42
特認校就
学制度の
活用

・特認校として指定してい
る市北部地域の小学校5校と
中学校1校における制度の利
用を促進する。
・対象学校の適正配置の協
議に合わせ、見直しを行
う。

・制度について検討
していくとともに周
知方法を工夫し、Ｈ
27年以上の実績を上
げる。
H27：11人（小7人、
中4人） ゼロ予算

学校
教育
課

Ｈ28実績：11人（小9人、中2人）
　　 厚東７人　二俣瀬2人　厚東川中2
人

・就学時健診でのチラシ配布
・市内小中学校保護者へのチラシ配布
・広報うべへの掲載
・ホームページへの掲載
・特認校活動状況パネル展の展示方法
を改善
・宇部市特認校制度検討協議会の開催
・複式学級が解消された（厚東小4,5,6
年　二俣瀬小１年）

A

『特認校利用人数
(人)』
【基準値】
平成24年度　14
【目標値】
平成29年度　増加
平成33年度　増加
【平成28年度の成果】
11(人)

①、②通学方法や通学時
間等の課題があり、利用
児童生徒数の増加につな
がらない状況である。
・特認校各校における特
色をより魅力的なものと
するとともに、効果的に
情報を発信し、就学者の
増員を図る。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ３　安心・安全なまち宇部として、質の高い教育環境を実現します

№
事業名
関係計画

取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

43
私立学校
等教育振
興事業

私立の幼稚園、中学校、高
等学校の教育振興・充実を
図るため、助成金を交付す
る。
（私立幼稚園連合会活動費
助成金、私立幼稚園幼児教
育奨励費助成金、私立高等
学校教育振興事業活動費助
成金）

・要綱の趣旨に基づ
く助成金を交付する
ため、助成金の適正
な執行状況の確認を
行うとともに、実績
報告を市ＨＰにおい
て公表する。

43,000
総務
課

・各私立学校に助成金を交付したこと
で、各学校では、施設の整備、教材・
教具の購入、園・学校行事等の開催、
教員の処遇改善による人件費補助等が
実施され、私立学校の教育の振興・充
実を図ることができた。

A

助成事務を適切に行う
ことにより、私立学校
の教育振興・充実を図
る

①、②予算を確保し、適
切な助成を行うことによ
り、私立学校の教育の振
興・充実を図る。

44
就学援助
事業

経済的理由で就学が困難と
認められる小中学校の児童
生徒の保護者に、学校給食
費・学用品費などの必要な
援助を行う。

・児童・生徒が属す
る世帯の前年所得
が、生活保護基準額
の1.3倍未満のもの
に、援助費を交付す
る。

195,902
総務
課

・就学援助交付申請のあった児童生徒
2,997人に対して、基準額1.3を下回る
2,495人に学用品費、学校給食費、医療
費、修学旅行費等を交付したことで、
保護者の経済的負担を支援した。

A

認定事務を適切に行う
ことにより、対象世帯
の負担軽減を図る。
【平成28年度就学援助
費交付認定者数】
児童数1,586人
(全体の19.45％)
生徒数909人
(全体の22.63％)

①入学準備金の前倒し支
給について検討する。
②制度のさらなる周知を
図り、適切な認定事務を
行う。

45
幼稚園就
園奨励事
業

幼稚園の就園を奨励するた
め、就園している園児の保
護者に世帯の所得に応じて
入園料及び保育料の補助を
行う。

・園児の保護者に幼
稚園就園奨励費補助
金を交付し、幼稚園
教育の普及と充実を
図る。

237,501
学校
教育
課

・幼稚園就園奨励費を宇部市内13幼稚
園、宇部市外3幼稚園の対象となった園
児の保護者に、9月と3月の2回に分けて
交付し、幼稚園への就園を奨励した。
＜対象外＞
＊新制度移行幼稚園…3園
宇部さゆり　西宇部小百合　慈光
＊認定こども園…1園　　恩田

A

私立幼稚園就園奨励費
補助金を保護者に周知
し、保護者負担の格差
軽減を図り、就園者に
対し助成金を適正に交
付する。

①、②新制度に移行する
園においては施設型給付
となるため、同園の保護
者は就園奨励費の対象外
となる。このため、保護
者及び幼稚園に混乱がな
いよう適切な周知と交付
に取り組む。

46
奨学金給
付事業

高等学校に入学する市内在
住の生徒で、在学する中学
校長から推薦された、向学
心に富み、有能な資質を持
つ生徒に奨学金を給付す
る。
【給付対象者】
・高等学校または高等専門
学校へ入学する者
・市内に住所があり、在学
する中学校長から推薦され
た者
・向学心に富み有能な資質
を持つ者

・選考審査会におい
て選定された20人に
対し、10万円を給付
する。

2,000
総務
課

　3月17日に宇部市奨学基金条例施行規
則に基づく選考審査会が開催され、在
籍する学校長から推薦を受けた37人の
申請者の中から20人が選考され、同月
27日に交付した。
　交付式では、保護者や卒業した中学
校教員等の立会いの下、奨学生から将
来の夢や目標についての発表が行われ
た。

A

選考審査会により選定
された者に円滑にに奨
学金を給付する。

①、②制度の周知を図
り、寄附金を確保し基金
の維持に努める。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）
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№
事業名
関係計画

取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額
(千円)

担当課 取組結果 評価
教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

47
ふれあい
運動推進
事業

・地域と関係機関が一体と
なって家庭等に働きかけを
行い、地域全体で子どもを
見守り育てるふれあい運動
を推進する。
・ふれあい運動を推進する
ために、各校区の実情に応
じて実施される街頭補導活
動や環境浄化活動、啓発活
動等の活動を支援する。
・青少年の非行防止を図る
ため、地域と連携して、身
近な場所での青少年の居場
所づくりを検討する。

・地域と関係機関が
一体となって家庭等
に働きかけを行い、
地域全体で子どもを
見守り育てるふれあ
い運動を推進する。
(年間街頭補導回数
500回）
(少年による万引きの
の検挙・補導人員平
成28年中22人以下)

1,290

学校
安心
支援
室

・青少年の非行・被害防止全国強調月
間(7月)の取組として、ふれあい運動推
進大会を7月1日に開催した。(参加者数
185人)
・平成28年中の宇部市内の刑法犯少年
は　47人で平成27年と比較して37人の
減少で、県内警察署別では、平成27年
度は県内ワースト1位であったが、平成
28年はワースト3位と好転した。
(少年による万引きの検挙・補導人員16
人）
・合同の街頭補導や情報交換会を開催
し、共通理解を深めながら、地域にお
ける非行防止活動や有害環境浄化活動
に取り組んだ。(街頭補導活動実施回数
437回、声かけした少年の数7,939人)

B

『年間街頭補導回数
(回)』
【基準値】
平成23年度　435
【目標値】
平成29年度　525
平成33年度　550
【平成28年度の成果】
437(回)

①、②宇部市内の刑法犯
少年の人数は減少してい
るが、この状況を維持す
るため、規範意識の向上
について、引き続き取り
組みを続ける必要があ
る。

48

子どもの
スポーツ
活動支援
事業

市内の小・中学生が山口県
を代表して、全国・中国大
会に出場する際、助成金を
交付する。

・全国･中国大会レベ
ルの出場校に対して
必要経費の半額を限
度として助成する。

1,000
学校
教育
課

・全国大会2校（2種目：柔道・陸上競
技）、中国大会8校（7種目：バドミン
トン・テニス・バスケットボール・
サッカー・野球・柔道・陸上競技）に
助成金を交付した。

A

助成の必要な学校に対
し、適切に交付する。
【平成28年度の成果】
予算上限の100万円を
必要経費や出場人数に
応じて配分し、助成し
た。

①子どもたちの活躍に応
えられるよう、限られた
事業費を適切かつ効果的
に交付していく。
・平成29年度から文化面
の顕著な活躍に対して
も、支援できるよう助成
範囲を拡大する。
②平成28年度は申請がな
かったが、障害のある児
童生徒の助成についても
対応できるようにする。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ４共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支えあう地域社会を実現します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額

（千円）
担当課 取組結果 評価

教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

49

コミュニ
ティ・ス
クールの
推進

・コミュニティ・スクール
が地域の創意工夫を活かし
た特色ある学校づくりを進
め、地域に開かれた信頼さ
れる学校づくりの取組を推
進する。
・文部科学省の委託事業に
より、指定校が、学校運営
協議会の役割と責任等につ
いて、先進校等の事例や取
組みを参考にしながら、保
護者・地域住民に、その制
度の理解を図り、学校運営
に保護者・地域への積極的
な参画意識を高めるための
システムの構築について調
査・研究を行う。

・保護者、地域住民
にコミュティ・ス
クールの制度につい
て周知するととも
に、教職員の意識変
革のために研修会を1
回以上開催する。
・連携した取組とす
るために、小学校12
校、中学校7校以上で
コミュニティ・ス
クールの活動組織と
校務分掌等の校内の
組織やＰＴＡ組織を
連動した組織にす
る。
・市内全ての小中学
校で、コミュニ
ティ・スクールごと
に、学校や地域に応
じた特徴的な取組を
推進する。

960
学校
教育
課

・コミュニティ・スクール便りを発行
する学校が28校(小学校20校、中学校8
校)。【H27:小9校・中7校】
・保護者、地域住民、教職員、学校運
営協議会委員対象の研修会を2回開催し
た。
・コミュニティ・スクールの活動組織
に校務分掌等の校内の組織やＰＴＡ組
織を連動させた学校数は、小学校24
校、中学校12校となった。
【H27：小20校・中9校】
・これまでの放課後学習教室や土曜
塾、地域合同防災訓練、シンボルキャ
ラクターや幟旗の作成等の取組に加
え、地域人材を活用した授業、地域行
事への児童生徒の合同参加、９年間を
見通した小中連携カリキュラムの作成
等の取組など、各学校で特色ある取組
が行われた。その結果、学校への来校
者数が大幅に増加した。
〈来校者数〉
　平成28年度75,785人（＋12,691人）
　平成27年度63,094人
・上宇部中学校学校運営協議会が平成
28年度「地域学校協同活動」推進に係
る文部科学大臣表彰を受賞した。

A

『コミュニティ・ス
クール実施校数』
【平成28年度の成果】
　36（校）

平成26年度に全小中学
校に学校運営協議会を
設置し目標を達成し
た。

①学校課題の解決に向け
たコミスク活動の展開を
推進する。
②平成29年度で、推進中
学校区（12校区）が一巡
したため、宇部市コミュ
ニティ・スクール推進協
議会の構成員や組織、会
議の持ち方等今後の在り
方について見直しを図
る。
・小中一貫教育を考慮し
た学校運営協議会の組織
の見直しを図る。

50

学校教育
活動支援
ボラン
ティア事
業

・開かれた学校づくりを推進す
るため、学校教育活動支援ボ
ランティアを募集し、学校の要
望とボランティア活動をコー
ディネートする。
・学校では、教育活動に係る
協働体制を構築することによ
り、子どもたち一人ひとりにきめ
細やかな指導・支援を行うこと
が可能となる。

・ボランティアの登録及
び活動回数を増やすた
めの広報活動を行う。
・ボランティアの活動回
数を増やす。（活用回
数 2,290回）

147
社会
教育
課

・小中学校の校長会で制度の説明及び協
力依頼を行った。
・ボランティアの活動実態にあわせて、活
動の区分を7から5に変更し、活動内容の
事例を小中学校に周知した。
・ボランティアは小中学校に出向き、学習
の見守りや、授業支援、クラブ活動の補
助、読み聞かせ等、各学校の要望に応じ
た支援を行った。
（活用回数 5,592回）

A

『ボランティア活動回
数（回）』
【基準値】
平成24年度　2,156
【目標値】
平成29年度　2,300
平成33年度　2,500
【平成28年度の成果】
5,592 (回）

①、②ボランティアが安定し
て活動する環境を整えるた
めに、市民活動補償のよう
な年度初めに一括手続きで
きる保険加入の方法を検討
する。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ４共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支えあう地域社会を実現します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額

（千円）
担当課 取組結果 評価

教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

51
うべ協育
ネット推
進事業

子どもたちの「生きる力」は、学
校における組織的・計画的な
学習とともに、親子のふれあい
や友だちとの遊び、地域の
人々との様々な体験を通して
身に付くものである。
こうした環境を整えるため学
校・家庭・地域が相互に連携
し、地域ぐるみで子どもたちの
学びと育ちを支援する仕組み
づくりを推進する。

・取り組む校区数を11
中学校区とする。
・地域の多様な教育資
源（ヒト・モノ・コト）を積
極的に活用し、地域住
民が一体となった地域
活動を通して子どもた
ちの様々な活動を支援
する。

349
社会
教育
課

・東岐波、常盤中学校区が新たに推進協
力校となった。
・常盤中学校区では、目指すべき児童・生
徒像や地域との連携体制について、協議
が行われた。
・東岐波中学校区では、生徒が花の苗植
え、花壇づくりに参加した。
・「コミュニティ・スクール、地域協育ネットを
どう関わるか」をテーマに、ふれあいセン
ターの館長及び職員が42人参加し、学識
経験者による研修会を実施した。

A

『うべ協育ネットの実
践協力校区数（中学校
区数）』
【基準値】
平成24年度　2
【目標値】
平成29年度　7
平成33年度　12
【平成28年度の成果】
11(中学校区)

①全中学校区で取り組む
中で、個々の中学校区の
連携状況に応じたサポー
ト体制を整える。
②学校・家庭・地域の連
携について、合同学校運
営協議会での協議により
充実させていく。

52
家庭教育
学級推進
事業

・保護者が家庭教育に関する
諸問題について話し合い、家
庭教育について理解し認識を
深めるための講座等の開設を
ＰＴA等に委託し、家庭教育の
推進を支援する。
・平成28年度の点検・評価で
の提言をうけて、本事業を縮小
し、社会教育課主催の講座の
開催等、家庭教育支援に係る
新規事業への移行を検討す
る。

・幼稚園や小・中学校
を単位とした26団体に
おいて、実施する。

474
社会
教育
課

・19団体(幼稚園2園 小学校16校 中学校1
校)において、学習の目標やそれぞれの学
習テーマを定めた5講座程度（延べ10時間
程度）の講座や講演会を実施した。
・幼稚園等熱意ある実施団体については
事業を継続するが、全体的には事業を縮
小し、家庭教育支援に係る新規事業にシ
フトしていく。

C

『家庭教育学級実施数
（園・校数）』
【基準値】
平成24年度　22
【目標値】
平成29年度　30
平成33年度　35
【平成28年度の成果】
19(園・校数）

①家庭教育学級の開催を
中心とした取組から、上宇
部校区をモデル校区とした
家庭教育支援や親子参加
型講座の開催に取り組む。
②未実施の幼稚園や小中
学校のＰＴAで子育てに関
する課題に対しニーズの把
握に努めながら開催への働
き掛けを行っていくとともに、
地域で、学校と連携した家
庭教育を支援していくため
の人材育成や社会教育課
主催の講座開催等へ事業
をシフトしていく。

53
子ども委
員会事業

地域の方々の参画を得なが
ら、伝統文化の継承を図るた
めの活動や、生活・自然・奉仕
体験などの活動を推進し、家
庭、学校及び地域が連携して
地域の教育力を高めながら、
子どもたちの「生きる力」を育
む環境づくりを推進する。

・6校区で事業を実施
する。
・効果的な事業展開を
行うため、「放課後子ど
も教室推進事業」への
移行を促す。 476

社会
教育
課

・伝統文化の継承を図るための活動や、生
活・自然・奉仕体験など、6校区で工夫を
凝らした取組が行われた。
　また、地域の多様な人材を指導者などで
参画してもらうことで、多世代交流が図れ
た。
・平成29年度から6校区（神原、鵜の島、西
宇部、川上、万倉、船木）の子ども委員会
が放課後子ども教室を運営する主体とな
り、全校区移行することとなった。

A

【平成28年度の成果】
実施校区数　6(校区)

平成29年度放課後子ど
も教室への移行
6(校区)

子ども委員会事業は平成28
年度で終了した。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ４共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支えあう地域社会を実現します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額

（千円）
担当課 取組結果 評価

教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

54
放課後子
ども教室
推進事業

放課後や週末等にふれあいセ
ンターなどで、地域の方々の
参画を得て、子どもたちが学習
やスポーツ・文化活動、地域住
民との交流活動などに取り組
むことにより、地域社会の中で
子どもたちを見守り育んでいく
環境づくりを推進する。

・年間参加児童数
20,200人

9,421
社会
教育
課

・18校区で実施し、各校区とも放課後や週
末等に学校施設やふれあいセンターなど
を活動拠点とし、通学合宿や老人クラブと
の交流、農業体験、学習など様々な文化・
体験活動やスポーツ、学習活動などが行
われた。また、地域の大人の参画を得るこ
とで多世代の交流を図ることができた。

A

『放課後子ども教室へ
の年間参加児童数
（人）』
【基準値】
平成24年度　15,930
【目標値】
平成29年度　17,000
平成33年度　18,000
【平成28度の成果】
21,944(人)

①より安全に教室を運営し
ていくため、安全管理マニュ
アルを作成する。
②教室の運営を効果的に
持続していくためには、ス
タッフ等指導者の確保や人
材の育成のため、地域の人
材の把握や参加を促進して
いく。

55
社会人権
教育推進
事業

・子どもと大人が一緒に参
加できる学習会などを行う
ことにより、世代間の理解
を深めるとともに、参加者
のさらなる掘り起こしを図
る。そのため、実施主体と
なる各小学校区にある人権
教育推進委員協議会との連
携を強化するとともに、情
報提供や指導・助言を行い
自主的な活動を支援する。

・企業の人権意識の高揚を
図るため、企業と協働し
「宇部・山陽小野田地区企
業人権教育連絡協議会」へ
の加入促進を図る。

・子どもが身近に感
じている人権問題に
ついて考える機会を
作るため、「子ども
と大人の人権学習
会」を19校区で開催
する。

・宇部・山陽小野田
地区企業人権教育連
絡協議会の宇部市内
加入企業を3社増や
し、32社とする。

5,177
人権
教育
課

・「子どもと大人の人権学習会」は、
校区人権教育推進委員協議会や地域団
体等と連携し、19校区で開催した。

 

・企業人権教育連絡協議会への新規加
入について、幹事会で方策等を検討し
たが、増加には至らず前年度と同じで
あった（29社）

B

『子どもと大人の人権
学習会の開催校区数
（校区）』
【基準値】
平成24年度　9
【目標値】
平成29年度  全小学校
区
平成33年度　全小学校
区
【平成28年度の成果】
19(校区）

『企業人権教育連絡協
議会加入市内企業数
（社）』
【基準値】
平成24年度　31
【目標値】
平成29年度　40
平成33年度　50
【平成28年度の成果】
29(社)

①未開催校区における原
因等の分析が課題であ
る。
②当該事業の有効性につ
いて、各校区と共通認識
を深めるとともに、子ど
もも理解しやすい教材の
提供や、継続的に学習指
導の実践が出来る地域指
導者の育成に努めていく
ことが課題である。

①現加入企業へ組織拡大
に関する意向調査等を行
い、共通認識を図ってい
くことが課題である。
②企業は従業員の人権に
配慮することが、社会的
な責任となっており、組
織加入のメリットを周知
しながら、現加入企業と
協働して各企業への勧誘
活動に取り組んでいくこ
とが課題である。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ４共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支えあう地域社会を実現します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の

当初目標
決算額

（千円）
担当課 取組結果 評価

教育振興基本計画
における成果指標

①今後の課題等
②最終年度目標達成
　に向けての課題等

56

ふれあい
センター
における
学習活動
の推進

・地域の学習活動の拠点であ
るふれあいセンターにおいて、
公民館運営審議会、社会教育
推進委員会を活用し、地域の
課題やニーズに対応した学習
機会の充実を図る。
・ふれあいセンター機能の充
実を図るため、社会教育関係
職員及び関係者への研修の
機会を設ける。

・生涯学習、地域の課
題に対する学習などの
支援や各種団体・サー
クル活動の支援を行う
とともに、学習情報の提
供を行う。

103
社会
教育
課

・ふれあいセンターで実施される学習活動
を支援するとともに、各種学習情報の提供
を行った。
講演会 　9回実施

B

ふれあいセンター主催
講演会回数
【平成28年度の成果】
24ふれあいセンターで
9(回)

①学習活動をより効果的に
支援していくため、センター
職員の資質向上を図る。
②生涯教育や社会教育施
設のあり方について、本市
のふれあいセンターの機能
を踏まえ、公民館運営審議
会や社会教育推進委員会
において検討し、今後の方
向性を定めていく。

57
天文教育
推進事業

勤労青少年会館に設置されて
いるプラネタリウム、天体望遠
鏡や移動式望遠鏡を活用し
て、子どもたち等に宇宙や
星々の観察・学習を通して豊
かな心を育む。

・天文行事（プラネタリ
ウム投影会、天体観望
会、移動天文教室等）
への参加者数 3,800人

2,000
社会
教育
課

・天文行事への参加者数 3,387人
  （内訳）
　プラネタリウム投影会　1,266人
　　　（月例629人　その他637人）
　天体観望会 　　　 393人
　天体観測会　　　　400人
  移動天文教室     610人
　天文特別講座     718人
・宇部まつり前夜祭で、天体観望会を実施
した。

B

『天文行事参加者数
（人）』
【基準値】
平成24年度　4,080
【目標値】
平成29年度　4,200
平成33年度　4,300
【平成28年度の成果】
3,387(人)

①山口大学、ＪＡＸＡと連携
した宇宙に関する教育セミ
ナー等に新たに取り組む。
②平成27年度の参加者数
2,313人から46％増加して
3,387人となったが、引き続
き参加者を増やすために、
幼稚園・保育園・小中学校
などの児童・生徒から高齢
者まで、幅広い年齢層に当
該施設の活用について働き
かけるとともに、天文に関す
る行事などの開催も積極的
に行い、周知にも取り組む。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



　　　　 ４共存同栄、協同一致の精神（こころ）で、人と人が支えあう地域社会を実現します

№ 事業名 取組内容
平成２８年度の
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決算額

（千円）
担当課 取組結果 評価

教育振興基本計画
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②最終年度目標達成
　に向けての課題等

58
図書館運
営事業

・社会の進展に応じた資料
情報の収集、整理、保存に
努めるとともに、イベント
や企画展の拡充及び「宇部
市学びの森くすのき」と連
携し図書館サービスの充実
を図る。
・利用者のニーズの高い自
主学習スペースの拡充を図
るため、利用がない日の2階
会議室を学習室として開放
する。
・調査・研究・学習など利
用者の利便性向上のため、
Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備す
る。
・平日の開館時間延長及び
開館日拡大等、利用者の利
便性向上を図るための運営
のあり方を検討するととも
に、ＩＣシステムの年次的
整備等を実施する。

・社会の進展に応じ
た、資料情報の収
集、整理、保存に努
めるとともに、イベ
ントや企画展の充実
により図書館サービ
スの更なる充実を図
る。
・来館者数　430,000
人、貸出冊数
1,340,000冊
・自主学習スペース
の拡充を図る。
・利用者の利便性向
上を図るため、Wi-Fi
環境を整備する。
・平日の開館時間延
長及び開館日拡大
等、利用者の利便性
向上を図るための運
営のあり方を検討す
るとともに、ＩＣシ
ステムの年次的整備
等による効率的な運
営によりサービスの
最適化が図れる運営
体制を構築する。

33,420
図書
館

・社会の進展に応じた資料情報の収
集、保存に努めるとともに、司書によ
る企画展示などサービスの充実を図っ
た。
・平成28年度末蔵書数　374,997点
・来館者数　420,095人、
　貸出冊数　1,206,652冊
・利用がない日の会議室を学習室とし
て開放し自主学習スペースの拡充を
図った。
・公衆無線ＬAＮサービスにより、調
査・研究・学習など利用者の利便性向
上を図った。
・ＩＣシステム導入に向けて、開架図
書（約19万冊）にＩＣタグ貼付・資料
データ入力を行った。
・平日の時間延長及び祝日開館を実施
するための条例改正を行った。

C

『来館者数（人）（宇
部市学びの森くすのき
図書館含む）』
【基準値】
平成25年度　393,937
【目標値】
平成29年度　440,000
平成33年度　480,000
【平成28年度の成果】
420,095(人)
『貸出冊数（冊）（宇
部市学びの森くすのき
図書館含む）』
【基準値】
平成25年度
1,273,174
【目標値】
平成29年度
1,390,000
平成33年度
1,460,000
【平成28年度の成果】
1,206,652(冊)

①来館者数、貸出冊数の
増加を図る。
②自動貸出・自動返却な
どＩＣシステムの導入に
よる効率的な運営を行う
ことにより、サービスの
最適化が図れる運営体制
を構築する。

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）
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№ 事業名 取組内容
平成２８年度の
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決算額

（千円）
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教育振興基本計画
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　に向けての課題等

C

『子どもの読書啓発行
事参加者数（人）（宇
部市学びの森くすのき
図書館含む）』
【基準値】
平成25年度　2,659
【目標値】
平成29年度　3,100
平成33年度　3,700
【平成28年度の成果】
2,871(人)
『児童図書貸出冊数
(冊）（宇部市学びの
森くすのき図書館含
む）』
【基準値】
平成25年度　692,311
【目標値】
平成29年度　750,000
平成33年度　800,000
【平成28年度の成果】
650,112(冊)

①子どもの読書啓発行事
参加者数、貸出冊数の増
加を図る。
②「第二次宇部市子ども
の読書活動推進計画」に
基づき、読書活動への関
心を高めるための啓発活
動や子どもが本に触れた
り読書を楽しんだりでき
るよう、子どもの読書環
境の整備を推進する。

・子どもの読書活動への関心を高める
啓発行事について、第二次宇部市子ど
もの読書活動推進計画事業として「な
かよし絵本ひろば」、子どもの育ちを
見守ると題し、「山口県立大学サテラ
イトカレッジ（全4回）」の新規イベン
トを開催した。
・「子ども読書ネットワークフォーラ
ムin宇部」を開催し、子ども読書に関
わる公立図書館関係者、学校図書館関
係者及び読書ボランティアの連携・協
働の推進を図った。
・子どもの読書啓発行事参加者数
　2,871人（児童）
・児童図書貸出冊数　650,112冊
・移動図書館車「あおぞら号」の巡回
場所の見直しを行い、利用者増加に努
めた。
・学校図書館等支援員と図書館司書の
合同研修会を実施し、演習や情報交換
を通して交流を図った。
・学級文庫貸出冊数　408,887冊
・図書館文庫貸出冊数　9,003冊
・新たな子どもの読書活動推進ボラン
ティアの養成を図るため、絵本の読み
聞かせ講座を実施した。
・絵本の読み聞かせ講座（中級編）
　受講者数　36人　1回開催

子どもの
読書活動
推進事業
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・子どもが読書の楽しさを
知り、本に関心が持てるよ
う、幼稚園・保育園やボラ
ンティア団体などと連携・
協力し、啓発行事（こども
春まつり、青空読書会、絵
本の読み聞かせ講座、おは
なしかい、紙芝居、読み聞
かせ等）を見直し及び拡充
し、子どもの読書環境の充
実を図る。
・子どもがより多くの図書
に触れる機会の創出を図る
ため、移動図書館車「あお
ぞら号」の巡回場所を拡充
する。
・学校図書館と連携・協力
し、学校の新たなニーズに
対応するとともに、「学級
文庫」「図書館文庫」など
の更なる充実を図る。
・絵本の読み聞かせ講座
（中級編）を開催し、子ど
もの読書活動推進ボラン
ティアの養成と技術向上、
指導者育成を図る。

・「第二次子どもの
読書活動推進計画」
に基づき、読書活動
への関心を高める啓
発活動及び子どもが
読書を楽しめる読書
環境の充実を図る。
・子どもの読書啓発
行事参加者数2,900人
（児童）
・児童図書貸出冊数
740,000冊
・学校図書館と連
携・協力し、「学級
文庫」、「図書館文
庫」の更なる充実を
図る。
学級文庫貸出冊数
486,000冊
・図書館文庫貸出冊
数10,075冊
・新たな子どもの読
書活動推進ボラン
ティアの養成を図
る。
・絵本の読み聞かせ
講座（中級編）受講
者数20人

329
図書
館

　　　　＊「評価」欄は、平成２８年度の当初目標に対する点検結果を評価したものです。（A：達成できた。Ｂ：ほとんど達成できた。Ｃ：一部しか達成できなかった。Ｄ：達成できなかった。）



◯ 小学校の結果は、国語Ａ、国語Ｂ、算数Ａ、算数Ｂのすべてで全国平均正答率を下回っ

ている。

◯ 中学校の結果は、国語Ａ、国語Ｂ、数学Ａ、数学Ｂのすべてで全国平均正答率を上回っ

ている。

平成２９年度全国学力・学習状況調査の宇部市の結果について

１ 調査概要

(1) 目的

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状

況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、そのような

取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。

また、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。

(2) 調査期日 平成２９年４月１８日（火）

(3) 学校数及び対象学年（人数）

① 市立小学校：２４校 対象学年：第６学年（１，３１１名）

② 市立中学校：１２校 対象学年：第３学年（１，２７６名）

(4) 調査内容

① 教科に関する調査（国語、算数・数学）

ア 問題Ａ：主として「知識」に関する問題

イ 問題Ｂ：主として「活用」に関する問題

② 生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査

ア 児童生徒に対する調査 【小学校： ９２項目 中学校： ９４項目】

イ 学校に対する調査 【小学校：１１１項目 中学校：１０９項目】

２ 調査結果

(1)教科に関する結果

① 全体の結果

※市町村別の値が整数値で公表のため、全国の数値の小数点以下を四捨五入して比較

小学校 平均正答率 国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ

H29
宇部市 ７４ ５６ ７６ ４３

全国 ７５ ５８ ７９ ４６

中学校 平均正答率 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

H29
宇部市 ７８ ７３ ６８ ５０

全国 ７７ ７２ ６５ ４８



◯ 国語Ａ「知識」に関する問題

・ 「書くこと」「読むこと」領域で、全国平均正答率を上回ったが、「話すこと・聞くこと」

「言語事項」領域が全国平均正答率を下回っており、課題が見られる。

◯ 国語Ｂ「活用」に関する問題

・ 「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読むこと」の３領域で、いずれも全国平均正答率

を下回っている。特に「話すこと・聞くこと」領域に課題が見られる。

◯ 数学Ａ「知識」に関する問題

・ 全ての領域で全国平均正答率を上回っており、「数と式」「資料の活用」領域では成果が

出ている。

◯ 数学Ｂ「活用」に関する問題

・ 全ての領域で全国平均正答率を上回っており、数学Ａと同様に、「資料の活用」領域で

は改善傾向が見られる。

②教科ごとの結果

【小学校国語】

【小学校算数】

【中学校国語】

【中学校数学】

◯ 算数Ａ「知識」に関する問題

・ 「図形」領域では全国平均正答率を上回ったが、「数と計算」「量と測定」「数量関係」

領域では全国平均を下回っている。特に「量と測定」領域に課題が見られる。

◯ 算数Ｂ「活用」に関する問題

・ 「量と測定」領域では全国平均正答率を上回り成果が出ているが、「数と計算」「図

形」「数量関係」では全国平均を下回っており、特に「図形」領域に課題が見られる。

◯ 国語Ａ「知識」に関する問題

・ 「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読むこと」「言語事項」のすべての領域で全国平

均正答率を上回り成果が見られる。

◯ 国語Ｂ「活用」に関する問題

・ 「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読むこと」「言語事項」のすべての領域で全国平

均正答率を上回り成果が見られる。



(2)生活習慣や学習環境等に関する結果

【望ましい状況】

○《自己肯定感》

自分にはよいところがあると思う子どもの割合は、全国と比べて高い。また、人の役に

立つ人間になりたいという希望をもつ子どもの割合も、全国と比べて高い。

○《規範意識》

学校の規則を守っていると思う子どもの割合が全国と比べて高く、特に中学校では学校

生活に規律と落ち着きが見られる。

○《授業》

友達の前で自分の考えや意見を発表することは得意だと思う子どもの割合は、全国と比

べて高い。

また、自分たちで課題を立てて解決に向けて情報を集め、話し合いながら整理して発表

する学習活動などをよく行ったと思う子どもの割合についても、全国と比べて高い。

【課題とみられる状況】

○《家庭学習》

家庭での学習時間が平日１日あたり１時間以上の小学生の割合は、６２．３％、２時間

以上の中学校の割合は６７．８％となっており、小中学校とも全国に比べて低い。

○《生活習慣》

テレビゲームをする時間が、平日１日２時間以上の子どもの割合は、小学校では２７．

４％、中学校では３６．０％となっており、家庭学習に影響している。

中学生の４９．１％が携帯電話やスマートフォンで平日１日あたり１時間以上通話やメ

ール、インターネットをしている。

○《地域との連携》

地域の大人との交流活動を経験している児童・生徒の割合が小学校２１．０％、中学校

８．７％となっており、コミュニティ・スクールなどによる改善が望まれる。



(3)結果資料
①各年度の全国平均正答率を１００とした宇部市の平均正答率指標

【小学校】

話すこと・聞くこと 書くこと 読むこと 言語事項

H25 85.9 98.9 90.2 98.4

H26 100.3 100.1 98.4 97.2

H27 109.1 99.1 99.8 99.9

H28 100.6 101.1 101.1 97.7

H29 97.7 106.1 101.6 97.8

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

小学校国語Ａに関する領域ごとの

正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）

話すこと・聞くこと 書くこと 読むこと 言語事項

H25 98.1 97.3 94.4 95.5

H26 99.6 108.4 104.4 100.3

H27 97.1 100.0

H28 99.8 97.8 97.0

H29 94.6 97.8 99.2

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

小学校国語Ｂに関する領域ごとの

正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）



式と計算 量と測定 図形 数量関係

H25 98.1 98.1 91.9 96.2

H26 100.6 97.7 101.3 103.2

H27 102.2 107.0 99.8 99.3

H28 102.4 95.7 97.8 94.6

H29 98.5 92.2 100.5 98.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

小学校算数Ａに関する領域ごとの

正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）

式と計算 量と測定 図形 数量関係

H25 96.7 96.4 98.0 95.1

H26 97.7 98.1 89.3 99.1

H27 104.5 99.3 100.9 105.1

H28 100.0 104.8 102.5 99.5

H29 95.1 101.5 69.7 93.8

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

小学校算数Ｂに関する領域ごとの正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）



【中学校】

話すこと・聞くこと 書くこと 読むこと 言語事項

H25 99.7 100.6 100.5 97.7

H26 99.7 100.4 98.9 100.3

H27 100.4 99.2 100.2 98.5

H28 100.4 102.2 98.6 98.8

H29 102.3 102.0 101.2 100.8

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

中学校国語Ａに関する領域ごとの

正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）

話すこと・聞くこと 書くこと 読むこと 言語事項

H25 93.6 96.6 94.4

H26 97.3 98.2 100.7

H27 100.3 98.6 98.7

H28 96.7 98.8

H29 101.8 100.3 101.5 103.6

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

中学校国語Ｂに関する領域ごとの正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）



数と式 図形 関数 資料の活用

H25 101.0 104.0 100.7 104.3

H26 105.4 103.3 108.1 112.7

H27 102.4 102.7 101.0 100.8

H28 102.6 102.1 107.9 104.6

H29 107.0 102.7 106.4 105.2

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

中学校数学Ａに関する領域ごとの正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）

数と式 図形 関数 資料の活用

H25 111.5 100.2 99.8 99.3

H26 109.7 101.9 101.4 107.5

H27 100.3 102.6 100.7 94.9

H28 100.4 100.6 104.3 104.1

H29 106.3 104.9 100.8 107.3

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

中学校数学Ｂに関する領域ごとの正答率 5カ年の状況

（全国平均正答率を100とした指標）



②平成２９年度全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙結果資料

質問№ 質問とその回答 宇部市％ 全国％ 全国との差

69 小学校 24.5 25.5 -1.0

71 中学校 29.2 23.8 5.4 ○
71 小学校 42.6 38.9 3.7 ○
73 中学校 35.1 26.8 8.3 ○
74 目的に応じて資料を読み、自分の考えを話したり、 小学校 27.6 26.1 1.5

76 書いたりしている 中学校 24.8 19.4 5.4 ○
66 小学校 38.0 32.9 5.1 ▼
68 中学校 38.5 35.5 3.0 ▼
67 考えを説明したり、文章に書いたりする 小学校 28.7 23.4 5.3 ▼
69 ことは難しい 中学校 32.4 30.4 2.0

78 小学校 38.5 38.5 0.0

80 中学校 36.9 28.6 8.3 ○
80 小学校 49.5 47.6 1.9

82 中学校 41.5 31.5 10.0 ○
81 新しい問題に出会ったとき、それを 小学校 51.4 50.3 1.1

83 解いてみたい 中学校 77.9 73.7 4.2 ○
85 問題を解くとき、簡単に解く方法が 小学校 49.7 49.2 0.5

87 ないか考える 中学校 43.1 37.3 5.8 ○
86 公式やきまりのわけを理解するよう 小学校 49.6 48.2 1.4

88 にしている 中学校 38.6 34.0 4.6 ○
6 小学校 42.5 38.6 3.9 ○
6 中学校 32.1 28.2 3.9 ○

10 小学校 73.5 70.0 3.5 ○
10 中学校 49.6 45.3 4.3 ○
33 小学校 56.9 55.4 1.5

35 中学校 54.9 47.3 7.6 ○
49 小学校 55.2 46.4 8.8 ○
51 中学校 74.0 63.0 11.0 ○
51 小学校 43.5 38.5 5.0 ○
53 中学校 40.7 35.6 5.1 ○
53 小学校 74.0 68.0 6.0 ○
55 中学校 73.5 66.1 7.4 ○
7 友達の前で自分の考えや意見を 小学校 24.2 21.6 2.6

7 発表することは得意 中学校 19.6 17.6 2.0

24 家の人と学校での出来事について 小学校 54.9 50.6 4.3 ○
26 話をする 中学校 48.5 44.0 4.5 ○
61 小学校 73.0 58.6 14.4 ○
63 中学校 76.8 53.1 23.7 ○
62 小学校 48.7 40.3 8.4 ○
64 中学校 35.0 25.3 9.7 ○
58 授業では自分たちで課題を立てて、解決に向けて情報を集め、 小学校 32.8 29.5 3.3 ○
60 話し合いながら整理して発表するなどの学習活動に取り組んでいる 中学校 34.4 23.7 10.7 ○

自分には良いところがある

将来の夢がある

学校は楽しい

学校の規則を守っている

人が困っているときは進んで助ける

人の役に立つ人間になりたい

授業では常にめあてが示されている

授業では振り返りの時間が常にある

国語の勉強は好き

国語の授業の内容はよくわかる

感想文や説明文を書くのは難しい

算数・数学の勉強は好き

算数・数学の授業の内容はよくわかる

国
語

算
数
・
数
学

学
校
生
活



質問№ 質問とその回答 全国との差

1 小学校 84.4 87.0 -2.6

1 中学校 84.4 82.7 1.7

2 小学校 36.2 38.2 -2.0

2 中学校 30.7 31.1 -0.4

15 小学校 62.3 64.4 -2.1

15 中学校 67.8 69.6 -1.8

16 休日の家庭学習時間 小１時間以上 小学校 56.3 57.3 -1.0

16 中２時間以上 中学校 38.5 41.8 -3.3 ▼
18 小学校 16.7 16.8 -0.1

18 中学校 16.7 14.0 2.7

12 小学校 33.9 32.7 1.2

12 中学校 29.2 25.3 3.9 ▼
13 小学校 27.4 31.1 -3.7 ○
13 中学校 36.0 37.6 -1.6

14 小学校 19.6 20.5 -0.9

14 中学校 49.1 50.4 -1.3

44 小学校 21.0 17.9 3.1

46 中学校 8.7 8.2 0.5

※各数値は、以下の回答のうち、「１ そう思う」を選択している割合

１ そう思う ２ どちらかといえばそう思う ３ あまり思わない ４ 思わない

※○：好ましい状況 （全国平均より３ポイント差以上）

※▼：課題のある状況（全国平均より３ポイント差以下）

平日のゲーム２時間以上

地域の大人との交流活動

朝食を毎日食べる

毎日同時刻に寝る

平日の家庭学習時間 １時間以上

平日の読書時間１時間以上

平日のテレビ３時間以上

平日の携帯メール１時間以上

家
庭
生
活


